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は　じ　め　に

　台湾の高度経済成長を可能にした要因のなかでもっとも基本的なものの一つとして，高率の資

本蓄積がある 。このため，供給面から戦後の高度経済成長を分析するための基礎として，この資

本ストッ ク推計作業は欠かせないものであろう 。ところがこのような資本ストッ ク推計は，台湾

では１９９１年に至るまで政府によっ て公式に推計公表されてこなか った。もちろん，過去において

幾人かの研究者が資本ストソ ク推計を行 ってきたのであるが，それぞれ推定された結果の格差が

大きくなっ たり ，また推定方法に問題を残したままになっ ていたのである 。

　そこで１９８９年ごろから政府は多要素生産性を測るための統計整備プロジェクトを開始し，その

一環として現在では資本ストッ ク系列が整備されている 。この資本ストッ クは農林水産業を除い

て２５部門別に推計したもので，作成には多大の労力が費された。しかし，推定された結果を検証

してみると ，この政府統計は次の問題点を含んでいる。すなわち本推計では除却系列の推計値が

示されていないが，除却額Ｒ、の定義式Ｒ、＝ＧＫ、＿１＋ＧＩ
、＿ ＧＫ、に政府統計の粗資本ストソ ク

ＧＫ・及び資本形成額ＧＩ。を代入してＲｔを求めると ，一定期問にわた ってＲ、がマイナスとなる 。

つまり ，マイナスの除却額を加算しないと ，これらの粗資本ストッ クを得られない。言い換える

と政府統計局の粗資本ストッ ク系列は，ある期間において継続的にマイナスの除却率が示される

という ，通常ではえられないような状況を示しているのである 。

　除却率が一定期問にわた って継続的にマイナスとなるというのは明らかに不自然なことであ っ

て， なぜそうなっ たのか，その原因を明らかにすることが本稿の一つ目の目的である 。そして二

つ目の目的は，こうした不自然な点を有する政府推計に代えて，独自の粗資本ストッ クの推定方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４８）
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法を考案して推計をやり直し，より合理的であると思われる粗資本ストッ クの推計データを得る

ことである 。さらに，これを政府統計局の推定結果と比較して，その差異を明らかにする 。

Ｉ　粗資本ストッ クの推計

　１　台湾における粗資本ストックの推計方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１、
　台湾政府統計局の粗資本ストッ ク推定方法は，ベンチマーク ・イヤー 法に基づいている 。推計

対象は農林水産業を除く一国の産業全体である 。そこでの推計対象資産は，再生産可能な進捗べ
　　　　　　　　２〕
一ス使用固定資産（原則として耐用年数１年以上のもの）で，土地や在庫は除外している 。具体

的には¢建物および建物付属設備，　構築物，　運搬具，¢工具および器具備品，　機械および

装置とその他設備，　建設仮勘定などの資産が推定対象となっ ている 。

　台湾における粗資本ストッ ク統計としては ，１９７５年 ，１９８１年，１９８８年の３時点におけるベンチ

マークデータがある 。すなわち ，行政院経建会『中華民国６４年（１９７５年）台湾地区産業周定資本

ストッ ク調査報告』（以下では１９７５年調査と略称），『中華民国７０年 （１９８１年）台湾地区商工業センサ

ス調査報告』（以下では１９８１年センサス調査と略称）および『中華民国７７年 （１９８８年）台湾地区国富調

査報告』（以下では１９８８年国富調査と略称）である 。１９７５年調査と１９８８年国富調査は，調査 ・推計し

て得られた再取得粗固定資産額である 。一方，１９８１年センサス調査は帳簿価格のため，粗固定資

産額は『中華民国７０年（１９８ユ年）台湾地区再取得価格固定資産調査報告』（この調査は賃借 ・貸与

固定資産を調査していないので１９７５年，１９８８年の２調査と一致性がなく使えない）の再取得価格

粗固定資産の産業別転換比率で転換してある 。そして，これら粗固定資産額を資本形成デフレー

ター で固定価格に評価替えしてベンチマークデータとしている 。また，以上の３時点のベンチマ

ークデータは３時点ともにすべての部門についてベンチマークデータとして使われるのではなく ，

年によっ て使われない部門がある 。具体的には１９７５年では全２７部門のうち鉱業，飲料 ・煙草，石

油・ 石炭製品，金属一次製品，電気 ・ガス ・水道，商業，金融 ・保険 ・不動産 ・商工業サービス ，

個人 ・社会サービスの８部門が，１９８１年では全２７部門のうち鉱業，飲料 ・煙草，繊維製品，製

材・ 木製品，金属一次製品，運送機械，電気 ・ガス ・水道の７部門が，１９８８年では全２７部門のう

ち製材 ・木製品，電気 ・電子機械，運送機械，その他の製造業，建設，商業，個人 ・社会サ ービ

スの７部門がベンチマークデータとして採用されていない 。

　なお，いま１時点のベンチマークデータとして，１９６１年の『商工業センサス調査』の商工業部

門の簿価による資産額のデータがあり ，これも１９８１年センサス調査と同じように『中華民国７０年

（１９８１年）台湾地区再取得価格固定資産調査報告』の再取得価格粗固定資産の産業別転換比率で転

換して粗固定資産額を求めてある 。とはいえこの調査データは製造業の中小企業の土地固定資産

額とすべての産業について純賃借固定資産（賃借固定資産一貸与固定資産）に土地資産額を含ん

でいるなどその後の３時点のベンチマークデータとは質的に異な っているため，上述の３つの調

査データと接合して利用することはできない。したがって後に見るように，部門構成比を調整す

るための参考資料として利用されているにととまる 。

（２４９）
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（１）粗資本ストッ クの第１次的推計

　台湾統計局は信頼できる除却の推定データが存在しない状況で，次のようにして推計を実施し
　　　　　　　　　　　　　　　３）
ている 。すなわち，除却額をゼロとして，それぞれ用いる年のベンチマークデータをもとに，ま

ず１９５２年から１９９４年の期間の粗資本ストソ ク系列の第１次的推定を次の計算式によっ て求めてい

る。

ＧＫｔ＝ＧＫｔ＿１＋ＧＩ
ｔ

　ＧＫ。：ｔ 期における実質粗資本ストッ ク

　ＧＩ。：ｔ 期における資本形成額

・（１）

　具体的には，粗資本ストッ ク系列の第１次的推計を以下の手順で求める 。１）１時点だけをベ

ンチマークとして採用した部門は，ベンチマークデータに毎年の資本形成額を加減していくこと

によっ て１９６１年から１９９４年の粗資本ストッ クを求める 。２）２時点をベンチマークとして採用し

た部門は，まず第１のベンチマークデータから資本形成系列を加減していくことで１９６１年から第

２ベンチマークの年までの粗資本ストッ クを算出し，次に第２のベンチマークデータを用いてそ

れ以降の資本形成額を逐次加算することによっ て第２ベンチマークの年から１９９４年までの粗資本

ストッ クを求める 。３）３時点ともにベンチマークデータを採用した部門は，まず第１のベンチ

マークデータに資本形成額を加減して１９６１年から第２ベンチマークの年までの粗資本ストッ クを

求める 。次に，第２のベンチマークデータに毎年の資本形成額を加算して第２ベンチマークの年

から第３ベンチマークの年までの粗資本ストッ クを算出する 。最後に，第３のベンチマークデー

タに資本形成額を加算して１９９４年まで粗資本ストッ クを求める 。４）１９５２年から１９６１年までの粗

資本ストッ クについては，以上１），２），３）の手順で算出された１９６１年の粗資本ストッ クを前

述の１９６１年『商エセンサス調査』の部門構成比で修正し，これを用いて資本形成額を差し引くこ

とによっ て求める 。

　以上に従 って，例えば１９７５年のベンチマークデータを１００．１９７６年～１９８９年の資本形成額を表

１の¢であるとすると ，粗資本ストソ クの第１次的推計値は表１の　のように計算されることに

なる 。ここでの問題は，こうして求めた他の３時点のベンチマーク年（１９６１年，１９８１年と１９８８年）

の推計値がそれぞれのベンチマークデータと一致する保証はないことである 。そこで，ベンチマ

ークテータを重視する見地からは，ベンチマークテータと推定値を合致させるような修正を推定

値に加える必要が生じる 。

（２）第１次的推計系列の修正

表１　第１次的推計系列の調整方法についての仮設例

年　　　次 １９７５１１９７６１１９７７１１９７８１１９７９１１９８０１１９８１１１９８２１１９８３１１９８４１１９８５１１９８６１１９８７１１９８８１１９８９

０資本形成 ５１　 ３１ ５１　 ４１　 ７１ ６１　 ８１ ７１　 ９１１０１ ７１１１１ １４１
１３

　第１次的推計値
１００１ １０５１１０８１ １１３１１１７１１２４１ １３０１１３８１ １４５１１５４１１６４１ １７１１１８２１ １９６１ ２０９

　修正した推計値１ １００１ １０６１１１１１ １１７１１２３１１３２１ １４０１１４１１ １５２１１６５１１８０１ １９２１２０９１ ２３０… ２４３

＠修正した推計値２ １００１ １０４１１０５１ １０９１１１１１１１６１ １２０１１２８１ １３５１１４４１１５４１ １６１１１７２１ １８６１ １９９

　除却の推計値１ 一１１－１１ 一２１－２１－２１ 一２１　 ７１ 一４１－４１－５１ 一５１－６１ 一７１ ０

＠除却の推計値２ １１　 １１ ２１　 ２１　 ２１ ２１　 ０１ ０１　 ０１　 ０１ ０１　 ０１ ０１ ０

（２５０）
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図１　調整係数ｄによる修正系列
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１９８１年ベンチマークデータ（設例２）

ＧＫ８８： １９８８年ベンチマ ークデータ

¢： 第１次的推計値
　： 修正した推計値１
¢： 修正した推計値２

　このため，４時点のベンチマーク年の問の３つの期問（１９６１～ユ９７５年，１９７５年 ～１９８１年，及び１９８１

年～１９８８年の問）については，次式の調整係数による修正が行われる 。すなわち ，

　　Ｂ－Ｅ
ｄ。

＝
　　 ｎＥ

　ｄ ：調整係数

・・ （２）

記号について，たとえば１９７５年 ～１９８１年の問については
，

　　Ｅ ：上で求めた１９８１年の粗資本ストッ クの第１次的推定値

　　Ｂ ：１９８１年の粗資本ストッ クのベンチマークデータ

　　 ｎ： １９７５年と１９８１年の間の年数（＝６年）

　そしてこの間の各年の粗資本ストッ クは，上で求めた各年の第１次的推定値に（１＋Ｓｄ）を

かけることによっ て推計されている 。ここでＳは１９７５年と当該年との差（年数）である 。１９６１

年から１９７４年問及び１９８１年から１９８８年の問についても ，スタートをそれぞれ１９６１年，１９８１年に変

えてこれと同様の方法で計算される 。

　さて，（２）式の調整係数ｄの意味を次のような２つの設例によっ て見ておこう 。まず，１）３

時点（１９７５年，１９８１年，１９８８年）ともベンチマークデータとして採用し，前のベンチマークデータ

（１９７５年，１９８１年）に２時点問の資本形成累計額（１９７６年 ～１９８１年，１９８２年～１９８８年）を加算したもの

より後のベンチマークデータ（１９８１年，１９８８年）が大きいケースについて。例えば，１９８１年 ，１９８８

年の第１次的推定値を１３０，１９６，同年のベンチマークテータを１４０，２３０としよう 。この場合，調

整係数ｄはｏ ．０１２８（：（１４０－１３０）／（６×１３０）） ，ｏ ．０２４８（＝（２３０－１９６）／（７×１９６））となるが，こ

れはすなわち１９７５年から１９８１年の６年間に１０（＝１４０－１３０） ，１９８１年から１９８８年の７年間に３４

（＝２３０－１９６）というようにベンチマークデータと第１次の推定値の乖離幅が拡大するときの１

年あたりの拡大率にほかならない。２）２時点をベンチマークデータ（１９７５年，１９８１年）として採

用し，前のベンチマークデータ（１９７５年）に２時点問の資本形成累計額を加算したものより後の

ベンチマークテータ（１９８１年）が小さいケースについて。同様に１９８１年の第１次的推定値を１３０
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５１）
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同年のベンチマークデータを１２０としよう 。この場合，調整係数ｄは一〇 ．０１２８（＝（１２０－１３０）／

（６×１３０））となるが，これは６年間で 一１０（＝１２０－１３０）まで両者の乖離幅が拡大するときの

１年あたりの拡大率を意味する 。もちろん，マイナスの符号はマイナスの乖離幅（第１次的推計

値の方がベンチマークデータを上回 っているケース）に対応している 。かくて例えば１９７８年の修

正推定値は，こうして求めたｄを使 って，１９７８年の第１次的推定値に（１＋３ｄ）をかけること

によっ て「修正」する訳であ って，毎年ｄの率で３年問に拡大した乖離幅を第１次的推定値に

加算するによっ てこの年の修正推定値を得るのである 。こうして求めた修正推定値の系列を求め

ると ，表１の　と＠のように計算される 。表１の　，　と＠の推計値を図に描いたものが図１で

ある 。

　調整係数で修正した系列は，図１に見るように，２つのベンチマークデータを通るように補正

された系列となる 。

　次に，この場合の除却額がどうなるのかを見ておこう 。除却額Ｒｔは上述の粗資本ストッ クの

定義式から得られたＲ。＝ＧＫｔ＿１＋ＧＩ。一ＧＫ。から求めることが出来る 。こうして得られた除却額

の計算値を表１の　，＠に示す。この設例１）の場合，各年の除却額が継続的にマイナスとなっ

てしまうことがわかる 。このようなことが生じるのは，この設例においては１９７５年（１９８１年）の

ベンチマークデータに年々の資本形成額を加算して求めた１９８１年（１９８８年）の粗資本ストッ クの

第１次的計算値が各該当年のベンチマークデータを下回 っているためであ って，第１次的計算値

がベンチマークデータの大きさに達するためにはこの問に「マイナスの除却額」を必要とするわ

けである 。また，設例２）の場合は設例１）の逆の結果となり ，１９７５年から１９８１年問の粗資本ス

トッ クの第１次推計値をベンチマークデータに整合させるためには「プラスの除却額」を控除す

る必要がある 。なお，１９８１年以後の除却額がゼロとなっ ているのは，１９８８年のベンチマークデー

タを用いて第１次的推計値を修正していないからである 。

　ところで，マイナスの除却額とはさしあたり ，他部門からの中古生産設備の購入か，以前に除

却した中古生産設備の再利用であるから ，全産業や長期間の合計ではネ ソトアウトされてゼロに

なるべきものであろう 。したがってもしそうならない場合には，資本形成のデータの方が信頼性

は相対的に高いから ，粗固定資産額のベンチマークデータ自体に何らかの問題があると考えられ

よう
。

　２　韓国の粗資本ストックの推計

　Ｐｙｏ（１９８８年）はベンチマーク ・イヤー 法に基づいて韓国の産業別の粗資本ストッ クを推計し

ている 。彼の推計した粗資本ストッ クデータは，台湾統計のそれと同じく一定期間継続してマイ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
ナスの除却率を示している 。そのゆえに ，Ｐｙｏ 氏の論説も見てみよう 。

　彼の推計は，１９６８年と１９７７年に韓国政府が実施した２時点の国富調査の粗固定資産額及び韓国

銀行の１９８４年の国民所得統計（１９５３年～１９８３年）と１９８６年の新国民所得統計（１９７０年～１９８６年）の資

本形成データを用いてベンチマーク ・イヤー法で部門別（農林水産業，鉱業，製造業，電気 ・ガ

ス・ 水道，建設，商業，運輸 ・通信 ・倉庫，金融 ・保険 ・不動産及び個人 ・社会サ ービス）の粗

資本ストッ クを推計したものである 。すなわち，産業別の粗資本ストッ クを以下の式で計算する 。

（２５２）



ＧＫｉ ＝ＧＫｉ ＿ユ十Ｉｉ 一Ｒｉ

台湾における資本ストッ クの推計（黄） 　８１

・（１）

その際彼は１）韓国では実質資本ストッ クの成長が急速であるため，古い資産の高い除却率と ，

より新しい資産のより低い除却率とが合算されることによっ て除却率水準は平準化される 。２）

韓国の資産平均耐用年数は先進国のそれより短い，という２つの理由により ，産業別の除却率
（ｒｉ

）を一定と仮定している 。

Ｒｉ
＝ｒｉ

ＧＫｉ
＿ユ

　ＧＫｉ ＝ＧＩｉ 十（１－ｒｉ ）ＧＫｉ
＿１

　　　＝ＧＩｉ ＋（１－ｒｉ
）ＧＩｉ

＿１＋（１－ｒｉ
）２ＧＩｉ

＿２＋……十

　　　　（１－ｒｉ ）ｓ’ｌ
ＧＩｉｔ＿ｓ＋１＋（１－ｒｉ ）ｓ

ＧＫ
ｉ、＿ｓ

　ＧＫｉ、＿ｓ：卜ｓ
年における第ｉ産業の粗資本ストッ ク

　ＧＫ
ｉ、：ｔ

年における第ｉ産業の粗資本ストッ ク

　ＧＩｉ ：ｔ 年における第ｉ産業の資本形成額

　Ｒｉ ：ｔ 年における除却額

　ｒｉ： ｉ産業の除却率

・（２）

・（３）

　Ｐｙｏ 氏によれは産業別の除却率（ｒ、）は（３）式に基づいて多項式推定法により推定されてい

る。 ＧＫ
ｉｔ＿、

は１９６８年国富調査の産業別粗固定資産額を ，ＧＫ
ｉ、

は１９７７年国富調査の産業別粗固定

資産額を ，ＧＩ
ｉｔ

は１９８４年国氏所得統計及び１９８６年新国民所得統計の資本形成データを用いている 。

しかし，推計した９部門のうち６部門，つまり鉱業，製造業，電気 ・ガス ・水道，建設，商業 ，

運輸 ・通信 ・倉庫，金融 ・保険 ・不動産の各産業で除却率はマイナスの結果となっ ている 。

　そこでＰｙｏ 氏は，国民所得統計の資本形成データを調査対象が５人以上を雇う企業の鉱工業

調査のそれと比べて小さいこと ，及び前者はインフレを十分に考慮していないという理由から ，

国民所得統計の資本形成データは過小推計されているものと推測する 。これに対し２時点の国富

調査（１９６８年，１９７７年）は推定期問中に生じたインフレを十分に反映しており ，推計方法について

も問題はないと考え，以下の方法で産業ごとの粗資本ストッ クを推定している 。１）１９６８年以前

の粗資本ストッ クについては，まず１９６８年国富調査の粗固定資産額から国民所得統計の資本形成

額を逐次控除したものを全産業の粗資本ストッ クとみなし，１９６８年国富調査の産業別の粗固定資

産額のウェイトを使 って，これを産業ごとに分配する 。２）１９６８～１９７７年問の粗資本ストッ クに

ついては，１９６８年の国富調査の粗資本ストッ クに国民所得統計から得られた資本形成額を加算し ，

「マイナスの除却額」を差し引いて算出する 。３）１９７７年以後の粗資本ストッ ク系列は，除却率

をゼロとして，１９７７年国富調査の粗固定資産額に新国民所得統計の資本形成額を単純に加算する 。

　Ｐｙｏ 氏は韓国の国民所得統計の資本形成額は過小推計であ って国富調査の方が信頼性が高いと

考え ，１９６８年から１９７７年の問の粗資本ストッ クを推計する際にはマイナスの除却率もあえて容認

しているのである 。

　しかし，台湾の場合はこの逆で，ストッ クデータであるセンサス調査や国富調査に比べて，毎

年調査されているフローとしての資本形成データの信頼性の方が相対的に高いと考えることが自

然である 。この点から ，台湾の粗固定資産額ベンチマークデータについて詳しくみていこう 。

（２５３）



８２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第３ ・４号）

　　　３　推定結果の検討

　　台湾政府当局の推定した粗資本ストッ クデータは，おおむね１節で述べたような方法で推定さ

れている 。こうして推計された期末の産業別粗資本ストッ クのデータは，今期と一期前の平均を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）

とっ て年央値とした形で表２に示されている 。このデータの構造をより詳しく調べるために，前

出の計算式Ｒ。＝ＧＫ。＿１＋ＧＩ。一ＧＫ。によっ て計算した除却額を前期の粗資本ストッ クで割 った除

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表２　政府統計の資本ストッ ク（年央値）　　　　　　　　　単位 ：百万元

革・ 革 製材 ・

ノヤノレプ ・

年 全産業 鉱　業 製造業 食料品 煙　草 紡　績 繊維製晶 紙・ 印刷 ・ イヒ学製品
石油 ・石

製品 木製晶 炭製晶
ゴム製品

出版

ユ９５２ ４９７３２２ ９０６ １８９０３ ４８５８ １３ユ１ ５３４４ ５９８７ ３１５８ １８６２７ １７３４７ ５２０６７ ５９３８ ２９０８

５３ ５０４４０４ １０１４ ２２６６３ ５５１６ １６６３ ７１４７ ６０３７ ３１６２ １８６６７ １７４９９ ５２３５７ ６０００ ２９４６

５４ ５１２８１７ １１２３ ２６７４６ ６６９９ １８６１ ８２０２ ６１２７ ３１７１ １８７４７ １７６９６ ５２７６０ ６０９３ ２９９７

１９５５ ５２０５９０ １２３６ ２９１８０ ７１６６ ２２５８ ８４３２ ６１９４ ３１８２ １８８３２ １７８６４ ５３２８８ ６２９２ ３０５０

５６ ５２８２０１ １３８６ ３２８７９ ７９５６ ２６９０ ８７４２ ６２１９ ３１９６ １８８９７ １８０５６ ５４１０１ ６４８３ ３０８９

５７ ５３７０３２ １６４２ ３６９５８ ８６０１ ３００３ ９１０７ ６２４９ ３２１６ １８９８３ １８２９５ ５５２３４ ６６６０ ３１１５

５８ ５４７０９６ １９１０ ４！６２５ ９３５１ ３３０１ ９６８１ ６２７７ ３２４０ １９０７１ １８５９０ ５６４９９ ７０２４ ３１３７

５９ ５５９１０１ ２２７７ ４６３８７ １００９４ ３６４３ １０４０７ ６３１１ ３２６８ １９１８６ １８９１３ ５７７４７ ７３９６ ３１５７

１９６０ ５７４２３９ ２８５８ ５２９２４ １１３０５ ３９７４ １１９０３ ６４０５ ３２８４ １９３１４ １９２８８ ５８６０９ ７７１９ ３１７９

６１ ５９１８２９ ３３９９ ５９７７７ １２３７９ ４１６３ １３３４７ ６５３５ ３２８８ １９５３８ １９７４８ ５９１７５ ８２７２ ３２６４

６２ ６１５２ユ１ ４０２０ ６６４５４ １３４４１ ４５６７ １４４８７ ６７６３ ３３２２ １９９７６ ２０１０７ ５９９９８ ８９０５ ３３７１

６３ ６４５９１２ ４６０７ ７４３９７ １４６３７ ４８５０ １５２６６ ７１２３ ３３８２ ２０６７１ ２０４２０ ６１９４５ ９６２９ ３４３２

６４ ６８０４７４ ４９３２ ８６８９５ １６８５１ ５２０３ １７８１５ ７５８７ ３４４１ ２１３４３ ２０９０３ ６５１０４ １０４７５ ３４９２

１９６５ ７２０４５２ ５３２４ １０２０３９ １８６０６ ５３７５ ２１８５６ ８１５６ ３５０５ ２２０５５ ２１５７７ ６８２０２ １１３４３ ３５６９

６６ ７６９４７４ ６０９５ ユ２１ユ０８ ２０６１２ ５６１９ ２５７００ ８８６４ ３５６４ ２２８１０ ２２２９９ ７１９９３ １２２８７ ３６６３

６７ ８３２２ユ８ ７１０３ ユ５０１０７ ２３０８５ ６２５３ ３０８８４ ９９５７ ３６２４ ２４１７１ ２２９８０ ７６９４３ １４８０２ ３７７５

６８ ９０９８９１ ７８４２ １８４１８９ ２５８４２ ７４５１ ３６９７３ １１６５７ ３６８４ ２６１６５ ２４００７ ８４０５６ １８４５６ ４００９

６９ １００１３２０ ８３３８ ２２１５７５ ２８６５３ ８８５０ ４６８９５ １３４４３ ３７５４ ２７６６８ ２５６２３ ９２２２３ ２１７７４ ４２７５

１９７０ １１０７５５４ ９３３９ ２７０１９９ ３１４９５ １０７９４ ５４１４７ １７７０９ ３８４１ ２９１２９ ２８０７１ ９９６１２ ２６４５３ ４４８１

７１ １２３１２４２ １１１２８ ３２１６３１ ３５０６１ １２３９２ ６４４２０ ２３４０４ ３９９６ ３１０４８ ３１５２１ １０７６９５ ３２０３９ ５０４７

７２ １３７７２４５ １３３０１ ３８６３２８ ４０５０１ １４１８９ ７３９１０ ２７１４０ ４２９９ ３３６２８ ３５６３７ １１８２８６ ３７６１０ ６０９０

７３ １５４５５６９ １５６５５ ４６１１４８ ４５８７９ １５４３９ ９４３２３ ３０１６７ ４６３１ ３６３５３ ３９０７７ １３０９９５ ４３６２７ ７１５６

７４ １７４２６８４ １８７６１ ５５８９９９ ５１１９８ １６２１０ １２１７２９ ３３５５６ ４９９８ ３９３３５ ４２１２２ １４５４３８ ５２０２９ ８３８８

１９７５ １９７８１５６ ２３１８６ ６７７３２４ ５８４５４ １８６５５ １４２７６０ ３６９９２ ５３７２ ４２８８６ ４６３３１ １６５３８２ ６１８１４ ９９０４

７６ ２２１７２１１ ２５７１５ ７７９４９９ ６３１２７ ２１４３１ １５４３９４ ３９３２６ ５５５４ ４５８６３ ４９８５４ １８５９９３ ７０１１８ １１１９２

７７ ２４３６７２７ ２８００９ ８６５３９５ ６８３１４ ２２８６８ １５８１６０ ４１２０８ ５８２５ ４８３７３ ５１７１６ ２０４１９０ ７６１１１ １２０３２

７８ ２６７４７２１ ３１０５９ ９４５５６９ ７４２４８ ２４６４２ １６１６０３ ４３４６６ ６３７７ ５１１４３ ５３４５９ ２１８８２７ ８０８８９ １２９４６

７９ ２９５９３３８ ３４４４０ １０５１１７０ ８０２５２ ２６１４８ １６８３１９ ４５７０６ ７０７１ ５４３９５ ５５６０２ ２２９３９５ ８７７７２ １４３４６

１９８０ ３３０２８２０ ３６５５４ １１８３６４９ ８６６３５ ２８５０３ １７７１７２ ４７７７９ ７７８９ ５７３７３ ５７２６１ ２４０７２５ ９６８９２ １５９５８

８１ ３６８３３３５ ３８２７６ １３２３５１９ ９７００３ ２８６７１ １９９４５７ ４９９１１ ８４６８ ５９７０７ ５８３９１ ２５０７６２ １０８３５５ １７５２２

８２ ４１２８５２５ ４０３３１ １４４２３８８ １０７５４０ ２８９５１ ２１８０５６ ５２２８０ １００２３ ６２０７０ ６３０４０ ２７０４５４ １２２９４７ ２０６４３

８３ ４６４３７５４ ４１６３０ １５５８９１０ １１６５２２ ２９０５４ ２３５８４５ ５４９６６ １２７８６ ６４９７６ ７１２２２ ３０２８１７ １３８０５７ ２５９００

８４ ５１７８０００ ４２７２３ １７０８２４５ １２８１１５ ２９５５３ ２５７４６７ ５８００７ １６０４２ ６８４８３ ８２４４２ ３４１１０３ １５１８７０ ３１３５３

１９８５ ５７１２３２９ ４４００２ １８３６５０５ １４０１５０ ３０２２５ ２６８２３１ ６１０３７ ユ９５６１ ７２１８７ ９６３３９ ３８５２７６ １６４１０８ ３６０４５

８６ ６２６７１４９ ４７５８０ ２０１０６９２ １５１２０６ ３１１８３ ２８５５２５ ６４２９８ ２３４７９ ７６５７６ １０９８１９ ４３７１２６ １７７８２３ ４０６２２

８７ ６９０７８６６ ５００７６ ２２１６２６４ １６２４７３ ３１６９６ ３０３９６８ ６７５３７ ２７２７５ ８１４１６ １２７９３６ ５０５５７５ １９６４５７ ４５５７９

８８ ７６４４９３２ ５１１４３ ２４４２９０１ １７３１４８ ３４０８３ ３２５０６２ ７０４４０ ３０８８１ ８６２１５ １５４３２０ ５８９５２１ ２２００７０ ５０８０９

８９ ８３１１３７７ ５２５７４ ２６７７０６９ １８８６４８ ３４３７３ ３４６２６２ ７２７８４ ３３４７４ ９０７１９ １７７６５２ ６６２８４５ ２４５４５９ ５４７４４

１９９０ ８８８６１９９ ５３７９０ ２９１１５１１ ２０３３３１ ３４５９３ ３６２８０４ ７４３９６ ３４６９６ ９４６６９ １９３０２３ ７１７８２４ ２７６９２１ ５７１８０

９１ ９４９８６１２ ５５３０４ ３１５６４２２ ２１８３２３ ３４６８１ ３７８５９０ ７５６６７ ３５９７２ ９８３９９ ２０６６６２ ７６９１８７ ３１５１１７ ５９８３５

９２ １０１６５５４９ ５６８８８ ３４３２２１２ ２３４９９４ ３４６９３ ３９７６００ ７７０２３ ３７２４２ １０２６４７ ２２１９０８ ８１６５７０ ３５２９８１ ６２４９７

９３ １０８７５７７４ ５８９８０ ３７０６７２６ ２５２１４４ ３４６９３ ４１４８４８ ７８９２６ ３８５２０ １０６７１！ ２３８８０２ ８６４４３４ ３８７５９５ ６６１８０

９４ １１６０７２０９ ６０６０６ ４０１７３１９ ２７３６１２ ３４６９３ ４３２５１１ ８０９７０ ４００１２ １０９７５６ ２５６８６０ ９２０３２７ ４１３６４０ ７１６８９

　　注 ：

出所 ：

食料品は飲料を含む。化学製品は化学材料とプラスチ ック製品を含む 。

行政院主計処編『中華民国台湾地区多因素生産力趨勢分析報告』 ，１９９６年４月
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５４）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　台湾における資本 ストッ クの推計（黄）　　　　　　　　　　　　　　８３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）

却率（＝Ｒ。／ＧＫ
。＿１，％）の推移を見ることにしよう 。計算した結果をみれば，農林水産業を除

く全産業（以下では全産業と略称）及び，飲料 ・煙草，繊維製品，金属一次製品，電気 ・ガス

水道の各産業の除却率は１９６２年から１９８９年にかけて持続的にマイナスの傾向を示している 。また ，

食品，紡績，革 ・革製品，製材 ・木製品，化学製品，ゴム製品，金属製品，一般機械設備，電

気・ 電子機械，その他の製造業，商業，金融 ・保険不動産 ・商エサ ービスなどの産業は１９６２年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表２　政府統計の資本ストッ ク（年央値）（つづき）　　　　　　単位 ：百万元

非金属
金属一 金属製 一般機

電気 ・

輸送機 ＊吉密機 その他 電気 運輸 金融 ・不動 個人 ・

年 鉱物製
次製品 品 械設備

電子機 械 械 の製造 ガス 建　設 商　業 倉庫 産・ 商エサ 杜会サ
品 械 業 水道 通信 一ビス 一ビス

１９５２ ２０２３１ ５６０８ ９２６７ ７７２９ ８４４２ ７９６５ ３５８ ユ０２５２ ７ユ８２２ ７６７２ １５４７２ ６８５１５ ６９９１ ２０７８１

５３ ２０２８７ ５６３１ ９３０３ ７７４９ ８４６９ ７９９８ ３７ユ １０２７７ ７２４４１ ７７４０ ！６８ユ１ ６９６９６ ７３３９ ２１１８８

５４ ２０４０５ ５６５６ ９３４９ ７７８３ ８５０５ ８０６０ ３８５ １０３０６ ７３４１３ ７８３７ １８６５７ ７０４８１ ７５５４ ２１６６３

ユ９５５ ２０５３６ ５６８８ ９４２６ ７８ユ２ ８５３４ ８１０７ ３９６ １０３２７ ７４９００ ７９２２ ２０３５４ ７１０８０ ７６４７ ２２１１２

５６ ２０６８２ ５７５２ ９５０４ ７８２４ ８５５４ ８１５６ ４１０ １０３５５ ７６４８６ ８０４１ ２１６５６ ７２０３９ ７７０２ ２２５１１

５７ ２１０１０ ５８８８ ９５６１ ７８５６ ８５９１ ８２３１ ４３７ １０４０７ ７８ユ９６ ８１６９ ２２８４１ ７３３８０ ７７１１ ２２８８４

５８ ２１３０９ ６１０４ ９６３８ ７９０１ ８６５１ ８２９７ ４５２ １０４３５ ８０６５９ ８２５４ ２３８５７ ７５０５０ ７６１０ ２３１８９

５９ ２１４３７ ６４４３ ９７６５ ７９７０ ８７４１ ８３８２ ４５６ １０４４２ ８４１００ ８３７６ ２５０５４ ７７０６５ ７５１６ ２３４８９

１９６０ ２２００４ ６８１８ ９９２０ ８０３７ ８８３２ ８４８０ ４６９ １０４６８ ８７５２７ ８４９６ ２６５５３ ８０５９ユ ７５４７ ２３９１２

６１ ２２８９８ ７０６８ ユ０１８７ ８１４２ ８９３１ ８５９８ ４８９ １０５０５ ９０５９１ ８６ユ８ ２８１３１ ８５１３２ ７８０１ ２４７００

６２ ２３５６ユ ７２５５ ユ０６９６ ８３８９ ９３６２ ８７３４ ５２３ １０５８ユ ９５３４３ ８７ユＯ ３０７９０ ８８８６０ １０３５６ ２５９８０

６３ ２３９４０ ７４５２ ユ１２２０ ８７２７ ９９８２ ８８８５ ５７０ １０６９２ １０ユ８９ユ ８７５７ ３４９４１ ９２５４５ １５０００ ２７７２６

６４ ２４３７５ ７７６３ ユ１７６９ ９１０３ ユ０４６８ ９０５２ ６４３ １０８４２ １０７７６４ ８８７６ ４００１１ ９６６３６ １９６４３ ２９８３０

１９６５ ２５５ユ３ ８２５３ ユ２３８７ ９６１４ １１２２０ ９３６１ ７３５ ユユ０２３ １ユ３８２９ ９０２８ ４６００２ １０ユ３７２ ２４２８７ ３２００ユ

６６ ２７７３６ ８７８８ １３０７２ １０２６６ １２３５８ ９９１９ ８ユ８ ユ１１８０ １２２５７２ ９２０９ ５２６８０ １０７８２２ ２８９３１ ３４４９５

６７ ３０７６１ ９３４２ １４０４４ １１ユ６８ ユ４３９８ １０６１１ ９２７ ユ１３７２ １３４４１４ ９４３１ ６０８４５ ユ１５３０３ ３３５７４ ３７５５１

６８ ３２７０４ １０１７４ １５４７９ １２２４２ １７２９７ １１５９４ １１２６ ユ１６９８ １４７７７５ １０００１ ７１８９３ １２４４８０ ３８２１８ ４１０７４

６９ ３３７３８ ユ１２０２ １７２３９ １３３３３ ２０４０４ ユ３３９１ １３７７ １２０８９ １６１５８４ １ユ１９１ ８５６１７ ユ３８９７７ ４２８６２ ４５０５４

１９７０ ３５５９５ ユ２４２７ １９３ユ３ １４６５２ ２５１９６ １５７２７ １５８２ ユ２３９５ １７７００１ １２７９３ ９９１５９ ユ５７ユ５５ ４７５０５ ４９９２７

７１ ３７９９１ １４５４３ ２１２３０ ユ６！３８ ３０６８７ １８２０１ １８６５ ユ２７９９ １９７６３６ １４５１３ １１２２６８ １７７７４５ ５２１４９ ５６４６３

７２ ４０９４８ １８５０１ ２２９１６ １８３５２ ３６１８３ ２１０２９ ２３７４ ユ３５０６ ２２８１１３ １６７２０ ユ２６９２２ １９８７７７ ５６７９３ ６５００３

７３ ４４０９８ ２３３４８ ２５２５６ ２１２５０ ４４８８９ ２３９８１ ２９８７ ユ４３２７ ２６６８０４ １９２５２ １４３０９７ ２１８４７０ ６１４３７ ７３９９３

７４ ４６９８１ ２９２９６ ２８０８８ ２４２８１ ５６１７９ ２７７５２ ３８２４ ユ５４１２ ３ユ３３９９ ２１８１７ １６１１６４ ２３８１３２ ６６０８０ ８２２７３

１９７５ ５０２５９ ４４９５７ ３１１６０ ２７０７７ ６５３８８ ３５３９５ ５０６４ ユ６９８２ ３６８０５２ ２７０３０ １８１２１４ ２６０１５３ ７０７２４ ８９７６４

７６ ５４１３１ ７０３７４ ３３４２８ ２８８５３ ７０８７２ ４６１９８ ６２０４ ユ８４２６ ４１９９１７ ３３１０４ ２０３２８ユ ２９００１２ ７５３６８ ９７１３０

７７ ５９２４４ ９２５４２ ３５６５６ ３０２８１ ７６４２９ ５３１３８ ７２００ ユ９７３２ ４６７５７２ ３７２１０ ２２７７４８ ３２９５５ユ ８００１１ ユ０５４２９

７８ ６５８９９ ユ０４９７１ ３９１９７ ３２４６７ ８４６６８ ５６４１４ ８２４８ ２１０２９ ５３０４９８ ４１ユ７１ ２５８２３０ ３８ユ４４９ ８４６５５ １１４４６９

７９ ７４６９７ １１６３５２ ４３９５２ ３５５１６ ９４９４２ ６１２０１ ９２７３ ２２！７５ ６ユ２６９９ ４５６２０ ２９８４３８ ４４１５２８ ８９２９９ １２４５８８

１９８０ ８６３７６ １４２６０８ ４９４１１ ３８７７９ １０６５７３ ６８１９３ １０２４９ ２３１３２ ７１０９０４ ５１３９１ ３４９３４３ ５０４１９４ ９３９４２ １３６７３６

８１ ９７９２１ １７９７２４ ５３０８１ ４１６８０ １ユ７２１３ ７５７７６ １ユ３００ ２４１０ユ ８２０６６９ ５８６７１ ４０７８９６ ５６５２５８ ９８５８６ １５１３１５

８２ ユ０８８１７ ２０７５０２ ６００４３ ４７２９４ １２７８９８ ８１９９０ １２１５３ ２５１５３ ９４２ユ８０ ６７３１９ ４５１２９８ ６４６１９９ １１６９６７ １６５５５１

８３ ユ２０５２８ ２２３１３１ ７２９４４ ５６３７３ １４０６１４ ８７６ユ７ １２８６１ ２６９９８ １０７５４１４ ７６９６７ ４７７４１０ ７５５０６８ １４９０８４ ユ７９２５２

８４ １３２８７３ ２３８５７２ ８７９０２ ６６７８３ １５６５５７ ９４７９８ ユ４５３８ ３０３３１ １１９６０２６ ８５８４３ ５０３４８１ ８６６０３７ １８１２０１ １９７６９５

１９８５ １４７００４ ２５４７２２ １０４５７２ ７８２９２ １７５３２２ １０１７４６ １６３４１ ３４５９１ １２９６２２７ ９３７９５ ５２８９１５ ９７８６１６ ２１３３１８ ２１９５７０

８６ ユ６２００７ ２７８９４０ １２５２９９ ９０２２８ １９８５３６ １０７６０３ １７８１５ ３９００６ ユ３８２８９６ １０１８２２ ５５４５００ １０９５２０７ ２４５４３６ ２４２５７５

８７ １７６５２３ ３０９９７８ １５３９８３ １０４５４９ ２２９３５５ １１５５９０ １９８８７ ４２８１４ ユ４７ユ３０ユ １１０４４７ ５８５９２６ １２２３５２８ ２７７５５３ ２７０６６３

８８ １９２１１１ ３３３９０７ １９１２３０ １２２８１７ ２６４３５７ １２６５７５ ２２４２８ ４６２７１ ！５７０１７０ １２０１５１ ６２６１７３ １３７２３３０ ３０９６７０ ３０５４８７

８９ ２０５４９２ ３５０５８３ ２２０１６８ １３７００３ ３００２５４ １３９５０６ ２５００２ ４９７７８ １６５８５０７ １３１２３３ ６７１４９２ １４９３２７４ ３４８７５１ ３４２５６１

１９９０ ２１５６６３ ３６６６７８ ２３５０５１ １４５６２０ ３３５３５３ １５２７０３ ２７４２２ ５３２５１ １７４４６１３ １４３７４２ ７１２４６９ １５８６０５４ ３９５７６７ ３８４３８９
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から１９７５年にかけて一貫してマイナスの除却率となっ ている 。さらに，鉱業，製材 ・木材製品 ，

電気 ・電子機械，運送機械，その他の製造業，建設，商業，個人 ・社会サ ービス以外の各産業の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
除却率は１９８２年から１９８９年にかけて持続的にマイナスとなっ ている（図２参照）。

　以上のようにマイナスの除却率になっ てしまう原因は結局，政府統計におけるベンチマークデ

ータのとりかたにあると考えられる 。例えば，１９７５年，１９８１年，１９８８年の３時点のベンチマーク

データを採用する金属製品についてみてみよう 。このケースの除却率は１９７５年から１９８１年の問プ

ラスで，１９８２から１９８８年の問マイナスとなる 。いうまでもなくこのケースで１９７５年から１９８１年の

間の除却率がプラスになる理由は，１９７５年のベンチマークデータに１９７６年から１９８１年の間の資本

形成累計額を足しあわせたものの方が１９８１年のベンチマークデータより大きいからである 。同様

に， １９８２年から１９８８年間の除却率がマイナスになる理由は，１９８１年のベンチマークデータから

１９８１年から１９８８年の問の資本形成の累計額を加算したものの方が１９８８年のベンチマークデータよ

り小さいからである 。つまり ，前節の設例で推測したように，第１次的推計値を修正するときに

用いるベンチマークデータが第１次的推計値より大きいか小さいかにより ，除却率の符号が決ま

るのである 。したがって，仮に１９８１年をベンチマークとはせず，１９７５年と１９８８年の２時点のみを

用いたとすれば，この場合の除却率は１９７６年から１９８８年の間一貫してマイナスとなっ てしまうの

である 。なぜなら ，１９７５年のベンチマークデータに１９７６年から１９８８年の間の資本形成累計額を加

算したものは１９８８年のベンチマークデータより小さいからである 。つまりこの場合，１９７６年から

１９８１年の問の修正粗資本ストッ クにもとづく除却率の符号は１９８１年をベンチマークデータとする

か否かで正反対になっ てしまうのである 。

　そこで念のため，粗資本ストソ クの第１次的推計値を修正する際に利用されるベンチマークテ

ータのとりかたと除却率の傾向について詳しくみておこう 。１）１９６１年とそれ以後に最初に採用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５６）



　　　　　　　　　　　　　　台湾における資本ストッ クの推計（黄）　　　　　　　　　　　　　　８５

されたベンチマーク年（上述のようにこれは産業により異なる）との問の期間について ，全２４産

業の除却率の符号をみると ，紡績，電気 ・電子機械（１９６２年～１９７４年），電気 ・ガス ・水道（１９６２

年～１９８９年）などの１６産業がマイナス ，非金属鉱物製晶（１９６２年～１９７４年），建設，運輸 ・倉庫 ・通

信（１９６２年～１９８１年）などの８産業がプラスとなっ ている 。２）１９７５年と１９８１年の２時点をベンチ

マーク年とする電気 ・電子機械，その他の製造業，建設の３産業の除却率は，この問プラスであ

る。 ３）１９７５年と１９８８年の２時点をベンチマーク年とする飲料 ・煙草，繊維製品の２産業の除却

率は，この問マイナスである 。４）１９８１年と１９８８年の２時点をベンチマーク年とする石油 ・石炭

製品，金融 ・保険 ・不動産 ・商エサ ービスの２産業の除却率は，この問マイナスである 。５）

１９７５年 ，１９８１年，１９８８年の３時点をすべてベンチマーク年とする１０産業の除却率は，食品，紡績 ，

革・ 革製品，パルプ ・紙 ・印刷 ・出版，化学製品，ゴム製品，金属製品，一般機械設備，運輸 ・

倉庫 ・通信の９産業で１９７６年から１９８１年の問プラス ，１９８２年から１９８９年の問マイナスとなっ てい

る。 非金属鉱物製品のみ１９７６年から１９８９年の問を通してマイナスである 。６）ベンチマークデー

タを用いた修正をしていない１９６２年以前と１９８９年以降の除却率は当然ながらゼロとなっ ている 。

なお，上の１）の期問については，１９６１年のベンチマークデータは前で見たように ，１９７５年
，

１９８１年，１９８８年の３時点のベンチマークデータのうち採用する一番初期のベンチマークデータか

らさかのぼって，すなわち，そのデータから年々の資本形成額を差し引くことで算出された１９６１

年の第１次的推計値を，同年の『工商業センサス調査』の粗固定資産額の産業別構成比で調整し

たものである 。したがって，この期問の除却率の符号がどちらになるかは，調整前の１９６１年の第

１次的推計値が調整後のそれより大きくなるのか小さくなるのかによる 。２）及ひ５）で除却率

がプラスになるのは，１９８１年のベンチマークデータが同年の第１次的推計値より小さいからであ

る。 ３），４）及び５）で除却率がマイナスになるのは，１９８１年や１９８８年のベンチマークデータ

がそれぞれ同年の第１次的推計値より大きいからである 。

　さて，以上のようにほとんどの産業，特に全産業の除却率がある一定の期問にわた って持続的

にマイナスとなることは，明らかに通常には考えられないことであ って，このような異常な推計

データが得られた原因は，政府統計がベンチマークデータ自体の信頼性の検討を怠 ったまま ，前

出第１次的推計系列の修正のところで述べた方法で単純に粗資本ストソ クを修正して，その結果

として生じた持続的なマイナスの除却率の存在を無視してしまっ たことにあるのではないかと考

えられる 。

　もちろん，一般的に除却率がマイナスになる可能性そのものは否定できない。それは中古資産

の取得額が除却額より大きい場合（純除却額がマイナス），あるいは一旦は除却した中古資産を

再利用するような場合である 。特に経済が急速に成長する時期に，設備資産に対して需要超過

（資本不足）が生ずるような時には，企業問において中古資産を売買するケースが多発すると考
　　　９）
えられる 。このような場合中古資産を購入した部門や中古資産を再利用する部門の除却率はマイ

ナスを示す場合がありうる 。しかしこれは国民経済全体としてみれば売買が相殺される結果全く

資産の増加にはならず，したがって全産業の除却率が一定期問にわた って持続的にマイナスにな

ることはありえないはずである 。

　そこで，ベンチマークテータ自体の妥当性について呉（１９９２年）を参考にして検討してみよう 。

呉氏は３時点のベンチマークデータについて，ベンチマークデータ問の倍率，資本装備率（ＧＫ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５７）



　８６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第３ ・４号）

／Ｌ。）

，資本係数（ＧＫ。／ＧＤＰ。）などの指標を調べ，その結果１９８１年のベンチマークデータはい

くつかの部門で国内生産額が増加しているにもかかわらず粗固定資産額が１９７５年，１９８８年のそれ

より小さく ，また資本装備率，資本係数とも他のベンチマークデータのそれより小さいというこ

とを明らかにしている 。そしてこのことは，１９８１年のベンチマークデータが１９７５年，１９８８年のベ

ンチマークデータとの問にその整合性について疑問があることを示すものとしている 。また ，

１９７５年，１９８８年の２時点のベンチマークデータについて，これらのデータと資本形成額，生産額 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
労働人数などのデータとの関係を計量手法によっ て分析し，１９７５年の方がこれらのデータとの一

致関係が高いという結果を得ている 。さらに，１９７５年のベンチマークデータに１９７６年から１９８８年

の問の資本形成累計額を加算したものと１９８８年のベンチマークデータとを比較して，後者が前者

より大幅に大きくなっ ていることを指摘している（この点は表３でも確認できる）。 以上のこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
から呉氏は，１９８８年の国富調査の信頼性は低く ，過大推計の疑いが強いと結論づけている 。

　ここではこれに加えて，３時点のベンチマークデータを１９４６年からそれぞれのベンチマーク年

表３　実質固定資産額と投資額（政府統計，１９９１年基準） 単位 ：百万兀

項 目 全産業１鉱 業；製造業１食料晶１ 飲料・＝煙草

紡 績１ 繊維製１ 革・ 革１ 製材 ・

１パルプ・１１紙・印刷１・出版

化学製１石油 ・石１

　…炭製品…
ゴム製

品 製品 木製品 品

７５年資本ストッ ク（１） ２４１７６０４１ １８７４５１ ９２０９１２１ ８７７５０１ ２０５７０１ １７７６３８１ ３３６９１１ ５１０４１ ４１９０７１ ４７６０５１ １８０５３１１ ３５９６９１
９８８５

８１年資本ストッ ク（２） ３３３１２７１１ １１８９５１１５２８２６９１ １１１８７６１ ２４５８１１ ２３１５７３１ ２０８１２１ ８６６０１ ４４２８１１ ６１６０７１ ２４７７８３１ １２９６１５１ １８７３７

８８年資本ストッ ク
８５５７１３９１ ７５０５２１４０２９９９３１ ２５６７６１１ ８２３６７１ ４５８７８４１ ７０１６０１ ３２０１０１ ６６０１８１ １７５０１６１ ６３８０１１１ ２２８８３６１

５２３５８

５ト７５年資本形成 １３２１１６６１ ２２５６８１ ６６５２５４１ ５５１７７１ １７５３２１ １３９２８１１ １９４９１１ １３５０１ １９７３８１ ３２９１７１ １１００３５１ ６１２４０１ ７８８２

５１～８１年資本形
２９０１６６８１ ３８９６３１１３７４６００１ ９４６３９１ ３１３３６１ ２０１９０５１ ２８０５８１ ５８７０１ ３５６７３１ ６３６２８１ ２５２２９３１ １１１２４７１

１８０４２

５卜８８年資本形成 ５４１４１７６１ ５２９１４１２５８２３８４１ １５５１４４１ ６０２２５１ ３３８０４１１ ４１４８６１ １７９７５１ ５９１０３１ １２９１７９ｊ ４９９５８９１ ２０８５４１１ ３５０６９

（１）十７６～８１年資本形成 ３９９８１０４１ ３５１４１１１６３０２５６１ １２７２１２１ ３４３７４１ ２４０２６２１ ４２２５７１ ９６２４１ ５７８４２： ７８３１６１ ３２１５２７ｉ ８５９７６１
２００４４

（１）十７６～８８年資本形成 ６５１０６１３１ ４９０９１１２８３８０４２１ １８７７１７１ ６３２６３１ ３７６３９８１ ５５６８６１ ２１７２８１ ８１２７２１ １４３８６７１ ５７００８６１ １８３２７１１ ３７０７２

１２）十８２～８８年資本形成 ５８４３７７８１ ２５８４５１２７３６０５４１ １７２３８２１ ５３４６９１ ３６７７０８１ ３４２４０１ ２０７６４１ ６７７１１１ １２７１５８１ ４９５０８０１ ２２６９１０１
３５７６５

７５年ベンチマーク ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊

８１年ベンチマーク ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊

８８年ベンチマーク ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊： ＊１ ＊１
＊

項 目 非金属三金属１１金属製１一般機…電気 ・電１運送機…その他…電力 ・＝ 建 訊：
畝１ 商 業１運輸 ・

１金融 ・保１個人 ・

鉱物製…次製品｛ 品 械設備…子機械 械 の製造１ガス ・ 倉庫 ・ １険不動産１社会サ

晶 業 水道 通信
・商エサ１ｊ一ビス

一ビス

７５年資本ストッ ク（１）
５５７３８１ ３６０４３１ ３１４６９１ ２５０６３１ ６５３４８１ ４４８８２１ ２１７１７１ ２５１８４９１ ３０４６３１ ４８５５１７１ ２３０６７８１ ４４９６８８１

２９７５２

８１年資本ストッ ク（２） １０３６６０１ ２０５６７０… ５６３７０… ４４７４４… １２２９９５… ６１６４５１ ３３６６０１ ４４６５５４… ６４５５６… ５１１２４８… ６４４７２０１ １１１６３３… １２３９６

８８年資本ストッ ク
１９６３２８１ ３４１１１６１ ２０７４５５１ １３０５５５１ ４８２１７２１ ４６１５６７１ １５０４８０１１５６１４４９１ ９６９３４１ ９９４１８９１１４５３６５７１ ３２３６９９１

２２１６６

５卜７５年資本形成 ３６７７６… ４４７０５… １４６９５… １２８５９… ４６４３４… ３５６０３… ９５３８１ ２４１８３６… ２７２７９… ９６８９０１ ２２１６３８… ４０１２０… ５５８１

５１～８１年資本形成
８３９６１１ １６１２９５１ ４２８９１１ ３６２１３１ １０５１４４１ ７４５７５１ ２７８３０１ ５６２７０８１ ７２９５１１ ２０２４１４： ５４６１５１１ ９３８１８１

１００６３

５１－８８年資本形成 １２９３０１１ ２６８１９２１ １１２１１１１ ７０５８４１ ２６７４９８ｉ １２６１７８… ６４１６７１ ９９８２６３… １３５６３８１ ４３８４４３１ ９６９７９６… ２１２７６５１ ２３９７３

（１）十７６～８１年資本形成
１０２９２３１ １５２６３３１ ５９６６５１ ４８４１７１ １２４０５９１ ８３８５３１ ４０００８１ ５７２７２１１ ７６１３５１ ５９１０４１１ ５５５１９１１ ５０３３８５１

３４２３４

（１）十７６～８８年資本形成 １４８２６４… ２５９４３０… １２８８８５１ ８２７８８… ２８６４１２： １３５４５７１ ７６３４６１１００８２７６： １３８８２２： ８２７０７０… ９７８８３５… ６２２３３３１ ４８１４４

（２）十８２～８８年資本形成
１４９０００１ ３１２５６７１ １２５５９０１ ７９１１５１ ２８５３４８１ １１３２４９１ ６９９９７１ ８８２１０９１ １２７２４３１ ７４７２７７１１０６８３６５１ ２３０５８０１

２６３０５

７５年ベンチマーク ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１

８１年ベンチマーク ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊

８８年ベンチマーク
＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１

　注 ：（１）＊はその年次のベンチマークに採用された産業を示す 。

　　（２）化学製品は化学材料とプラスチ ック製品を含む。その他の製造業は精密機械を含む 。

　　（３）紡績，繊維製晶部門の分類は７５年と８１年及び８８年とかなり違うから紡績，繊維の合計と比べること 。

資料　行政院王計処編『中華民国台湾地区国民所得』 ，各年版，行政院経建会編『中華民国６４年（１９７５年）台湾地区産業

　　　　固定資産調査報告』 ，１９７９年，行政院主計処編『中華民国７０年（１９８１年）台湾地区固定資産現値報告』 ，１９８３年
，

　　　　『中華民国７７年（１９８８年）台湾地区年国富調査報告工商企業総合』 ，１９９１年，より算出 。

（２５８）



　　　　　　　　　　　　　　台湾における資本ストッ クの推計（黄）　　　　　　　　　　　　　　８７

　　　　　　　　　　　１２）
までの問の資本形成累計額と比べてみよう 。すると ，ほとんどの産業はベンチマークデータをと

った各時点の値の方が後者の累計値より大きくなっ ていることがわかる 。また，１９８１年のベンチ

マークデータに１９８２年から１９８８年の間の資本形成累計額を加算して１９８８年のベンチマークデータ

と比べると ，金融　保険　不動産　商エサ ーヒス以外の産業は後者の方が大きくなっ ている（表

３参照）。 ところで，大蔵省管理局『日本人の海外活動に関する歴史的調査』台湾編によれば ，

台湾では第２次世界大戦による被害が甚大で，植民地時代に建設された工場の４分の３が破壊さ
　　　　　　　１３）
れたとされている 。戦災によっ て台湾の固定資産がほとんど破壊されたことが確かだとすれば ，

戦争直後の１９４６年からそれぞれのヘンチマーク年までの資本形成累計額をいずれも上回るような

３時点のベンチマークデータは過大評価ではないかと考えられる 。特に，１９８８年のベンチマーク

データについては，４３年問の資本形成累計額より大きく ，かつその前の２時点のベンチマークデ

ータにそれ以降１９８８年まで資本形成を累計したものより大きいことから過大評価が大いに疑われ

る結果となっ ている 。結局，これらのなかでは１９７５年のベンチマークデータの信頼性が相対的に

高いといえよう 。

　なぜこのような過大評価の疑いが濃いベンチマークデータが作成されてきたのかについては ，

調査の個票から粗固定資産額の推計方法までさかのぼって検討することが必要があろうが，とも

あれ，政府当局が推計している粗資本ストッ クは総体として信頼性が低いといわざるを得ず，こ

こで改めてこの点を考慮しながら推計しなおす必要がある 。

１　新たな粗資本ストッ クの推計

　１　粗資本ストンクの推定方法

　われわれの年次別の粗資本スト ソクも ，台湾統計局が用いたものと基本的には同一のヘンチマ

ーク ・イヤー 法によっ て推計したものである 。推計にあた ってはまず，１９７５年の政府ベンチマー

クデータをもとにした推計を行い，その結果をふまえて次にベンチマークデータそのものの修正

を試みて，それをもとにした推計を行う 。

（１）１９７５年ベンチマークデータに基づく推計

図３　アメリカと日本の除却率

４．

５ アメリカ民間企業全産業 ７ｒ日本民間企業製造業
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（２５９）



　８８　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第３ ・４号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
　利用するベンチマークデータ及び資本形成データは政府統計の用いる資料と同じである。だが ，

除却額（Ｒ。）をゼロと仮定するのではなく ，以下の方法で推計する 。

　すなわち，たとえば台湾経済部『工商企業経営概況調査』では実際に除却額に関する調査が行

われているが，これらの除却額は廃棄資産の帳簿価格で表示され，評価が不統一であるはかりで

なく ，時期によっ てデータの収集基準 ・方法が異な っている 。このような企業会計べ 一スの除却

額をそのまま資産の除却額と見なすことはできないから ，資産の除却額を独自に推計する必要が

あるのである 。まず，除却率は一定と仮定する 。この仮定は日本とアメリカのテータを参考にす

る限りはそれ程強い仮定ではない。つまり ，日本の民問企業の製造業（１９５６年～１９９３年）とアメリ

カの民問企業の全体（１９４８年～１９９０年）についてみると ，除却率は有意のトレンドを持っていない

のである（図３参照）。 そこで問題は，一定と仮定した除却率をどのようにして推定するかである 。

前節で見たように３時点のベンチマークデータのなかでは１９７５年のそれが相対的にはもっとも信

頼度が高い。一方，１９８１年のベンチマークデータは１９７５年のベンチマークデータに１９７６年から

１９８１年の間の資本形成累計額を加算したものより小さくなっ ている 。つまり ，前節で述べたベン

チマークデータを通るような修正を念頭におくと ，１９７５年と１９８１年のベンチマークデータを用い

ることによっ て符号が正の除却率を推計できることになる 。

　除却率（ｒ）を一定と仮定するとこの期問の資本ストッ クと資本形成の問の関係は次式のよう

に表現できる 。

ＧＫｉ １－ＧＩｉ １＝（１－ｒｉ ）ＧＫｉ８０＋（１－ｒｉ ）２ＧＩｉ
ｇ＋……十

　　　　　　　（１－ｒｉ
）５ＧＩｉ

６＋（１－ｒｉ ）６ＧＫｉ
５

　ｒｉ： ｉ産業の除却率

　ＧＫ
ｉ７５：

ｉ産業の１９７５年のベンチマークデータ

　ＧＫ
ｉ８１：

ｉ産業の１９８１年のベンチマークデータ

　ＧＩｉ７６～８１：

ｉ産業の１９７６年～１９８１年までの年々の資本形成額

・・ （１）

　各産業ごとに，粗資本ストッ クと資本形成のデータを用いて，（１）式の左辺と右辺の差の絶

対値を最小にするような産業別の除却率（ｒｉ）を求め，これをその産業における除却率と考えよ

う。 こうして求めた除却率は，運輸 ・倉庫 ・通信ではマイナスで，鉱業，金融 ・保険 ・不動産 ・

商工業サーピス，個人　社会サ ーヒスでは１０％を超えるプラス値となっ ている 。ちなみに日本の

除却率についてみると ，継続的なマイナスがなく ，またプラス１０％をこえる産業はほとんどみら
　　１５）

れない。そこでとりあえず，マイナス値や１０％より大きいプラス値を示す産業の除却率について

は全産業のそれを代わりに用いることにする 。こうして求めた産業ごとの除却率，相対的に信頼

性が高いと思われる１９７５年のベンチマークデータ ，及び毎年の資本形成額から１９５２年から１９９２年

の間の粗資本ストッ クを算出する 。

　しかし，１）１９７５年からさかのぼって計算していくと ，１９５２年に至る途中の時点からほとんど

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
の産業の計算値が前に戻るにしたがい増大していくという結果にな ってしまう 。このような奇妙

な結果になる理由として，実際には前の期問ほど除却率は低いと想像できるにもかかわらず１９７５

年から１９８１年の問の推定除却率をこの期問にも同じように適用したためではないかと考えられる 。

そこで試みに，２）除却率をゼロと仮定して単に１９７５年のベンチマークデータからさかのぼって

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６０）



　　　　　　　　　　　　　　台湾における資本ストッ クの推計（黄）　　　　　　　　　　　　　　８９

逐次資本形成額を差し引いて１９５２年までの粗資本ストッ クを算出した。たが，こうして求めた

１９７５年以前の粗資本ストッ クについても ，これを国内生産額で割 った資本係数（ＧＫ。／ＧＤＰ。）

　　　　　　　　　　　１７」
は， あまりにも過大となる 。このような過大な資本係数となる原因は，結局，基準年として用い

た１９７５年のベンチマークデータ自体が過大であることによると考えられる 。したがって，これま

で相対的には信頼性が高いと考えてきた１９７５年のベンチマークデータ自体を独自に修正すること

が必要となる 。

（２）ベンチマークデータの修正と資本ストッ クの推計

　上述したように台湾では第２次世界大戦により資産設備のほとんどが破壊されてしまっ たこと

によっ て， 戦後の国民経済はほぼ新規投資されたばかりの資産設備で開始されたとみなすことが

できる 。したがって，その後かなり長い期問を経過した後にはじめて設備などの除却が開始され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８１
たと考えられる 。またこの期問（１９７５年以前）は経済の復興期をへて高度成長期を迎え需要超過

（資本不足）基調であ ったから ，耐用年数を経過した資産でも可能なかぎり利用されたであろう 。

以上のような理由からここでは，基本的には除却率をゼロと仮定して１９４６年から！９７５年までの資

本形成累計額を計算したものをもっ て１９７５年のベンチマークデータ（ＧＫ７５）とすることを考え

る。

　また，１９８１年のベンチマークデータについては，基本的には政府統計をそのまま用いるが，た

だし ，１９８１年のベンチマークデータ（ＧＫ８ユ ）が１９４６年から１９８１年の資本形成累計額より大きな

値を示す産業では，この値に代えて１９４６年から１９８１年までの資本形成累計額を用いることにした 。

なぜならば，台湾は上述のように戦災により資産設備ストッ クが無に等しい状態から出発したの

であり ，１９８１年のベンチマークデ ータ（ＧＫ８１ ）は１９４６年から１９８１年に至る３５年間の資本形成累

計額より大きくはないと考えられるからである 。

　こうして，１９７５年以前の粗資本ストッ クは除却額をゼロとして仮定し，資本形成累計額の！９７５

年のベンチマークデータからその間の資本形成額を逐次差し引くことによっ て算出される 。１９７５

年以後の粗資本ストッ クについては資本形成累計額である１９７５年のベンチマークデータに資本形

成額を加算し，除却額を差し引くことによっ て求める 。

　ここで，除却率の推計方法については，基本的に（１）で用いたものと同じ方法である 。ただし ，

こうして計算した除却率をみると ，（１）式で推計した全２４産業のうち１７産業の除却率はゼロと

なっ てしまう 。上で述べたようにそれは１９４６年から１９８１年の資本形成累計額を１９８１年のもとのベ

ンチマークデータに代えて用いたからである 。しかしながら ，１９７５年以降の全期問にわた ってこ

れらの部門の除却率がゼロであると考えることはできない。そこでここでは，全産業の平均除却

率を各産業の除却率として用いる 。こうして得られた粗資本ストッ クの推計データは，政府統計

と比較するために，今期と一期前の平均をとっ て年央値とした形で表４に示されている 。

　２　推定結果の比較分析

前節までは政府当局の推計方法の説明とその問題点及び本稿の推計方法について述べたが，こ

こで得られた推計データを政府推計のそれと対比しておこう 。

　まず粗資本ストッ クの絶対額に関してである 。図４には全産業，製造業，主要部門のそれぞれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６１）



９０ 　　立命館経済学（第４５巻 ・第３ ・４号）

表４　粗資本ストッ クの推計結果（年央値） 単位 ：百万兀

年 全産業 鉱　業 製造業 飲料 ・ 繊維製 革・ 革 製材 ・

ノくノレプ ・

食料品
煙草 紡　績 紙・ 印帰１

イヒ学製

品

石亨由 ・石

製品
ゴム製

木製品
出版

品 炭製品 品

１９５２ ４２８２７ ８１９ １７７９９ ４４８１ １２６２ ５０６７ ３７６ ３０ ３７４ １１１８ ２５０８ ６０９ ２７２

５３ ５００３０ ９６０ ２０７８３ ５１８７ １４８７ ６２４６ ４２４ ３４ ４１４ １２７６ ２７９９ ６７０ ３１０

５４ ５８６１３ １０６９ ２４７０５ ６１０８ １７６２ ７６７５ ５１４ ４２ ４９４ ユ４８１ ３２０３ ７６３ ３６１

１９５５ ６６５８５ １１８０ ２７９６３ ６９３３ ２０６０ ８３１７ ５８１ ５２ ５７８ １６５７ ３７３２ ９６２ ４１４

５６ ７４４２７ １３１１ ３１０３０ ７５６１ ２４７４ ８５８７ ６０６ ６６ ６４２ １８５６ ４５４５ １１５２ ４５２

５７ ８３５３２ １５１４ ３４９１９ ８２７９ ２８４７ ８９２５ ６３６ ８６ ７３０ ２１０２ ５６８０ １３２７ ４７７

５８ ９３９７６ １７７６ ３９２９２ ８９７６ ３１５２ ９３９４ ６６５ １１０ ８１８ ２４０６ ６９４７ １６９０ ４９９

５９ １０６４０９ ２０９４ ４４００６ ９７２３ ３４７２ １００４４ ７００ １３９ ９３３ ２７３９ ８１９７ ２０６２ ５２０

１９６０ １２１９１４ ２５６８ ４９６５６ １０７００ ３８０９ １１１５５ ７９４ １５６ １０６２ ３１２６ ９０６３ ２３８３ ５４２

６１ １３９７９４ ３１２９ ５６３５１ １１８４２ ４０６９ １２６２５ ９２４ １５９ １２８６ ３５９８ ９６３０ ２９３５ ６２７

６２ １５８７０２ ３７１０ ６３１１６ １２９１０ ４３６５ １３９１７ １０３２ １６７ １６０４ ３９７０ １０２４１ ３５６９ ７３２

６３ １８００４３ ４３１４ ７０４２６ １４０３９ ４７０９ １４８７７ １１４８ １７３ ２０５４ ４２９４ １１７４８ ４３００ ７８９

６４ ２０４８７５ ４７７０ ８０６４６ １５７４４ ５０２７ １６５４１ １３５１ １７９ ２４７２ ４７９２ １４４２６ ５ユ５１ ８４４

１９６５ ２３４８４９ ５１２８ ９４４６７ １７７２９ ５２８９ １９８３６ １６３４ １８８ ２９１７ ５４８９ １７００８ ６０２７ ９１５

６６ ２７３４４２ ５７１０ １１１５７４ １９６０９ ５４９７ ２３７７８ ２０１２ １９３ ３３９４ ６２４０ ２０２２３ ６９８５ １００４

６７ ３２４３６７ ６５９９ １３５６０８ ２１８４９ ５９３６ ２８２９２ ２６８５ １９９ ４４２５ ６９６２ ２４５１７ ９５１４ １１１０

６８ ３８８１９３ ７４７３ １６７１４８ ２４４６４ ６８５２ ３３９２９ ３８１４ ２０４ ６０２６ ８０４６ ３０８１６ １３１８９ １３３６

６９ ４６４２９４ ８０９０ ２０２８８２ ２７２４８ ８１５１ ４１９３４ ４９３５ ２１９ ７１４２ ９７２７ ３８０４１ １６５５１ １５９４

１９７０ ５５３７２６ ８８３９ ２４５８８７ ３００７４ ９８２２ ５０５２１ ７７４３ ２４８ ８１９４ １２２５９ ４４４４ユ ２１３０２ １７９３

７１ ６５８９９８ １０２３４ ２９５９１５ ３３２７８ １１５９３ ５９２８４ １１５２１ ３３５ ９６３７ １５８０４ ５ユ４０４ ２６９６７ ２３４７

７２ ７８３４８７ １２２１５ ３５４０６６ ３７７８ユ １３２９ユ ６９１８７ １３７９０ ５４６ １１６３６ ２００３１ ６０６１０ ３２６２３ ３３７１

７３ ９２６２０４ １４４７８ ４２５１ユ５ ４３３０１ １４８１８ ８４５６５ １５４７３ ７７９ ユ３７４５ ２３６４４ ７１８２５ ３８７４９ ４４３４

７４ １０９１０３２ １７２０８ ５ユ２５８０ ４８８００ １５８３１ １０８８５４ １７３１０ １０３６ １６０２１ ２６８８３ ８４４３０ ４７２９９ ５６５３

１９７５ ユ２８９０６１ ２０９７４ ６２０５ユＯ ５５１２３ １７４３９ １３３０１７ １９０５９ １２８９ ユ８７２０ ３１２８０ ユ０ユ７０７ ５７２５８ ７１２５

７６ １４８７４０３ ２４３３２ ７２９１０４ ６０７７３ １９９８８ １４８５６３ ２０ユ３０ １４６１ ２１０９０ ３５７５８ １２３１４８ ６５１２７ ８４４５

７７ ユ６６２１０４ ２６４７２ ８１７６５５ ６４９９９ ２１８８５ １５４１６０ ２１０４３ １８３０ ２３２ユ１ ３９３９８ １４６６５７ ６９９９２ ９３８５

７８ １８５０６２６ ２８８５３ ８９２３９６ ６９８１０ ２３２０４ １５５０６３ ２２２５９ ２５０７ ２５５５７ ４３１９４ １６７６０３ ７３５３７ １０４３０

７９ ２０７７６２３ ３１７７７ ９７６８５９ ７５０１９ ２４５３６ １５７６２３ ２３４００ ３３５９ ２８３７２ ４７８１６ １８５４４０ ７９１６３ １２０３４

１９８０ ２３５０４６２ ３４１３５ ユ０８８０１６ ８０３５２ ２６１５６ １６３１０１ ２４３１２ ４２５４ ３０８４０ ５２２９１ ２０５４４４ ８６９６９ １３９１６

８１ ２６４９５９８ ３５５４６ １２１５４９１ ８６４８６ ２８４６０ １７７０４９ ２５２２６ ５１３１ ３２３４２ ５６０７０ ２２５４４０ ９７０３０ １５８０５

８２ ２９４５４１０ ３６８９６ １３３２０８２ ９３１７７ ３１０５０ １９５９０３ ２６２９２ ６３０９ ３３４３８ ５９８０６ ２４２６６１ １０８９７３ １８１３２

８３ ３２３５３０６ ３７９９１ １４３３０５２ ９９１５５ ３３４５４ ２１ユ７７０ ２７５７１ ７９４１ ３４８４６ ６３４９５ ２５８８２６ １１９９３７ ２１１６２

８４ ３５２２１１２ ３８５４１ １５４８５８９ １０５２５３ ３６５４６ ２２９１１４ ２９１０１ ９７２８ ３６７４６ ６９３６０ ２７８７３１ １２９０７１ ２３９０９

１９８５ ３７８８６４７ ３９０６９ １６６７９０４ １１１７９７ ４０９０８ ２４２２７１ ３０５４２ １１４４０ ３８８１０ ７６７８１ ３０１７９４ １３６２２０ ２５６２５

８６ ４０４９６８３ ４０９３８ １７９７４３８ １１７６４４ ４５３５６ ２５２６７５ ３２０９１ １３１６８ ４１３６９ ８２８９０ ３２８７８９ １４４３３２ ２６９４７

８７ ４３５６８１１ ４３４２７ １９６６２２３ １２３４８２ ４９０７０ ２６７０１９ ３３５０９ １４５６８ ４４７９３ ９１７３３ ３６７２２９ １５６５６８ ２８３３６

８８ ４７１８９００ ４４４９ユ ２１６０９１４ １３１０１２ ５１９２４ ２８３０６７ ３４５１２ １５６４６ ４８８６６ １０５４３５ ４１５４０１ １７２７３３ ２９７２９

８９ ５１４６３１８ ４４９５８ ２３６７１２２ １４０８７６ ５４８５０ ３０００５１ ３５４８４ １６７６５ ５２７３０ １１９６１７ ４６５７６４ １９２３０２ ３１４３６

１９９０ ５６２９６７５ ４５５０９ ２５７２７３７ １５１０２１ ５８３１５ ３１３８４ユ ３６２８７ １７６９０ ５６０８５ １３０９０１ ５１３５４７ ２１９９７１ ３３３９６

９１ ６１３３７４１ ４６０８３ ２７８００３２ １６０２７３ ６１８８０ ３２３９９３ ３６５８８ １８６５４ ５９５６３ １３９５７８ ５５７６０１ ２５３８２７ ３５７４３

９２ ６６７２０７６ ４６８０９ ３００２１１０ １７０４４３ ６６３０４ ３３５０１４ ３６７００ １９６３２ ６２４３５ １４７２１８ ５９８４３７ ２８６６８３ ３８２９８

　圧　化学製 口は化学材料とフラスチ ソク製品を含む。その他の製造業は精密機械を含む 。

について，政府推計との対比が示してある 。全体的にわれわれの推計の方がレベルでは低く ，増

加率では高くなっ ている 。とりわけ，１９７０年以前の政府推計のレベルは本推計より甚だしく高い 。

たとえば，製造業の中分類について政府推計はほとんどの業種でレベルが高く ，伸び率が低く特

に１９６０年までの革 ・革製品，製材 ・木材製品，非金属鉱物製品，金属製品，一般機械設備，電

気・ 電子機械などにおいて著しい。しかし，商業（１９６３年 ～１９８１年）と金融 ・保険 ・不動産 ・商エ

サービス（１９６２年 ～１９６７年，１９８２年～１９９４年）については本推計の粗資本ストッ クの方がレベルと

増加率の両方で低いという結果になっ ている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６２）



　　　　台湾における資本ストッ クの推計（黄）

表４　粗資本ストッ クの推計結果（年央値）（つづき）

９１

単位 ：百万元

非金属鉱 金属一 金属製 一般機 電気 ・電 輸送機
その他

電気 ・ガ 運輸 ・倉
金融 ・不動 イ固人

年
物製品 次製品 品 械設備 子機械 械

の製造
ス・ 水道

建　設 商　業 庫・ 通信
産・ 商エサ 社会サ

業 一ビス 一ビス

１９５２ ５４５ ２０３ ２４８ １５３ １４７ ２０１ ２０９ ５２７１ ４５９ ８ユ５０ ５７４９ ２５６９ ２０１４

５３ ６０２ ２２６ ２８４ １７４ １７４ ２３５ ２４４ ５８９０ ５２７ ９５３５ ６９３０ ３０４９ ２３５７

５４ ７２０ ２５２ ３３０ ２０９ ２１１ ２９７ ２８８ ６８６２ ６２４ １１４４５ ７７１５ ３４４９ ２７４５

！９５５ ８５１ ２８３ ４０６ ２３６ ２４！ ３４４ ３２ユ ８３４９ ７０９ ユ３２０２ ８３１４ ３７５７ ３１１２

５６ ９９８ ３４６ ４８４ ２４９ ２６１ ３９３ ３６２ ９９３５ ８２８ １４５４９ ９２７３ ４０５７ ３４４５

５７ １３２４ ４８２ ５４ユ ２８１ ２９７ ４６８ ４４０ １ユ６４５ ９５６ １５７７６ １０６１４ ４３５４ ３７５５

５８ １６２３ ６９６ ６１８ ３２６ ３５８ ５３３ ４８４ １４１０８ １０４ユ １６８２７ ユ２２８４ ４６４６ ４００３

５９ １７５１ １０３２ ７４６ ３９４ ４４８ ６１８ ４９１ １７５４９ １１６３ １８０６６ ！４２９９ ５０００ ４２３４

１９６０ ２３１８ ユ４０５ ９０３ ４６１ ５４０ ７１５ ５２８ ２０９７６ １２８３ ユ９６ユ７ ユ７８２５ ５４２３ ４５６９

６１ ３２１４ ユ６５３ １１７ユ ５６５ ６３９ ８３３ ５８５ ２４０４０ １４０５ ２１２５０ ２２３６６ ５９９６ ５２５９

６２ ３９４６ １８０６ ユ５３７ ７００ ９８１ ９８９ ６５３ ２７８６９ １５３４ ２３１ユ５ ２６２７５ ６７７６ ６３０９

６３ ４４６５ １９３２ ユ７７ユ ８１０ １４１７ １ユ８０ ７２２ ３２４８１ １６５４ ２５４８８ ３０３３９ ７６８７ ７６５６

６４ ５０４８ ２１６３ ２０１５ ９４９ １７０７ １３８９ ８５２ ３６２９０ １８５０ ２８４６５ ３４８４６ ８７ユ２ ９２９８

ユ９６５ ６３５６ ２５６４ ２３１２ ユ２０２ ２２３４ １７４５ ｌ０２７ ４０ユ２６ ２０８３ ３１９６７ ４００４４ １００８７ ユ０９４７

６６ ８７９７ ３００３ ２６５１ １５６９ ３１０ユ ２３５８ ！！６４ ４６２９０ ２３５１ ３５７３１ ４７０３０ １１９ユ３ ユ２８４５

６７ １２０９３ ３４５２ ３２２７ ２１３５ ４７５３ ３１１４ １３４８ ５５０４６ ２６６６ ４０３３９ ５５１２５ ユ３７９９ １５ユ８６

６８ １４２９９ ４１５０ ４１７１ ２８２６ ７１２２ ４ユ７８ １７３０ ６４８６７ ３３５６ ４６７６０ ６５０３１ １５７３４ １７８２６

６９ １５５８５ ５０２１ ５３４９ ３５００ ９５９４ ６０９５ ２２００ ７４７５ユ ４７ユ７ ５４６４６ ８０５０６ ユ７９３２ ２０７７２

１９７０ １７７７５ ６０６５ ６７３２ ４３２９ ユ３４５２ ８５９９ ２５４１ ８５６８６ ６５４７ ６１８３９ ９９９１１ ２０５２６ ２４４９３

７１ ２０５６３ ７９０８ ７９３６ ５２５５ １７７９７ １１２７０ ３０２！ ユＯ０６６７ ８５３５ ６８１９０ １２ユ９８９ ２３８１５ ２９６５５

７２ ２３９６６ ユユ３８９ ８９００ ６７０４ ２ユ９８３ １４３３２ ３９２９ ユ２３３５８ ユ１０９５ ７５１０８ １４４７０２ ２７９８２ ３４９６３

７３ ２７７３３ １５６２８ １０３５１ ８６５１ ２８８１０ ユ７６０１ ５０！２ １５２０９８ ユ４０５７ ８２５１９ ！６６２０７ ３２３６３ ３９３６８

７４ ３１２３１ ２０７７０ １２１１４ ユ０６１３ ３７５２７ ２ユ７６２ ６４５ユ １８６３１４ １７１ユ２ ９０５９８ ユ８７８５６ ３６２０５ ４３ユ６０

１９７５ ３５０７９ ３４３９８ １３９５６ １２３０ユ ４４ユ９７ ３００３７ ８５３１ ２２５９１７ ２３２！５ ９９３４２ ２１２１８８ ４００４４ ４６８７３

７６ ３８７６４ ５５９６７ １５７３７ ！３８５３ ４８４３８ ４０９３７ ユ０９２８ ２５９７６７ ３０１９０ ユ０７８６ユ ２４１２４２ ４４ユ８９ ５０７ユ９

７７ ４２７３０ ７３７０３ １８３２９ １５９１６ ５３６４９ ４７０９５ １３６７８ ２８６５６８ ３４９６９ １ユ６０５５ ２７６３３２ ４９０４８ ５５００７

７８ ４８０５６ ８２３８３ ２２３４８ ユ８９０２ ６１５７９ ４９４６５ １６５０４ ３２３４５３ ３９８６３ １２６８６３ ３２３ユ８８ ５５３４７ ６０６６５

７９ ５５３２９ ８９８ユ４ ２７７８６ ２２９９６ ７１６２１ ５３３３２ １９２２２ ３７２８９３ ４５５８９ １４２２６ユ ３７７４１４ ６２９６３ ６７８６９

ユ９８０ ６５１４０ １０９５７５ ３４０７０ ２７５１５ ８２９９６ ５９３５０ ２１７３７ ４３１５７８ ５３２１２ ユ６ユ５５８ ４３３２７５ ７２ユ２３ ７６５６６

８１ ７４４９５ １３７８１ユ ３８７ユ４ ３１８４６ ９３２９２ ６５８５６ ２４４４４ ４９５７４６ ６３ユ１２ １８２９ユＯ ４８６５３３ ８３２２５ ８７０３７

８２ ８０７１１ ユ５７１８２ ４２８９６ ３５４８８ ユ０２７６７ ７０８ユ１ ２６４８９ ５６５０４３ ７２５８２ ２０５３５５ ５３８２４７ ９６０３０ ９９！７７

８３ ８５０６４ ユ６５６８６ ４８４９３ ３８６６９ ユ１３４２８ ７５０３１ ２８５３０ ６３９ユ９５ ８０７９８ ２２８６６２ ５９２４８２ １ユ０３８４ １１２７４４

８４ ８９３８９ １７３７０２ ５４７２４ ４２２２５ １２７２２５ ８０７６３ ３３００８ ７００８４１ ８８０８１ ２５３３３２ ６４０７８ユ １２４９８５ １２６９６４

ユ９８５ ９４６０２ １８ユ９９ユ ６１０７３ ４５８８８ １４３５６０ ８６１４４ ３８４６３ ７４５ユ９３ ９４２９４ ２７８１４０ ６８３２８５ ！３９３５９ １４１４０４

８６ ９９８３９ １９６４０８ ６９０７０ ４９ユ２９ １６３８４２ ９０２８２ ４３６１２ ７７７９３３ １００４６１ ３０２７５０ ７２２９１０ ユ５２５９５ １５４６６０

８７ １０４０５３ ２ユ５７７０ ８０１８６ ５３２８０ ユ９１５１７ ９６３２５ ４８７９０ ８０９９０５ １０７ユ４５ ３３３４０７ ７６５３９２ １６４６３１ １６６６８３

８８ ユ０８４９０ ２２８６４８ ９３８０４ ５９０８ユ ２２３６８７ １０４５３０ ５４３５２ ８４７００１ １１４６６８ ３７２０１ユ ８１６８７！ １８０４ユ９ １８２５２７

８９ １ユ４９０８ ２３７４７２ １０８２０５ ６５６０１ ２５６９５２ １１３９３９ ６０ユ７５ ８９４９６１ １２３０１１ ４ユ４６！５ ８７７４９６ ２１１００５ ２１３１５０

１９９０ １２２６２３ ２４８３！６ １２０３４２ ７２４２４ ２８９０９７ １２３０７９ ６５８０７ ９６３３１３ ！３１３９８ ４５５５４ユ ９５１７７１ ２５３６５８ ２５５７４９

９１ ユ２９６８７ ２６５６５８ １３００６２ ７９１１８ ３２５４５３ １２９５５５ ７２８０６ １０３６０３１ １３９３４７ ４９４６２３ １０４３９１９ ２９５８４４ ２９７８６３

９２ １４００１４ ２９０６７３ １３９５９８ ８４７９９ ３６８４１５ ユ３７３６６ ８００８８ １１０５９７９ １４８３６ユ ５３８０００ １１５２２６６ ３３８２ユ３ ３４０３３９

　政府推計が特に初期の時期でレベルにおいて過大であることは資本係数をみることによっ ても

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
うらつけられる 。産業別資本係数を表５と図５に示す。表５は本推計に基つく産業別資本係数で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０／
あり ，図５は政府推計に基づく１９６１年から１９９２年までの資本係数との対比を全産業，製造業，主

要部門について描いたものである 。本推計では１９６１年以降，全産業の資本係数は０７４～１６９の問

にあり ，上昇トレンドをとっ ているが，大幅な変化は見られない。これに対して政府当局のそれ

は１ ．９６～３ ．７９の間で１９７３年までに下降トレンドをとっ ており ，特に１９６１年から１９７５年の問では資

本係数が本推計によりかなり大きくなっ ている 。１９７５年以降では両者は接近するが，やはり政府

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６３）



９２ 立命館経済学（第４５巻 ・第３ ・４号）

図４　本推計と政府統計との粗資本ストソ クの比較（額と増加率）
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　台湾における資本ストッ クの推言十（黄）

表５　資本係数の推言十結果（ＧＫ．／ＧＤＰ 。）
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飲料 繊維製 革・ 革 製材 ・

くノレプ
イヒ学製

石亨由

年 全産業 鉱　業 製造業 食料品 紡　績 紙・ 印刷 石炭製
ゴム製

煙草 品 製品 木製品
出版

品
品

品

１９５２ Ｏ． ７４ Ｏ． ２３ １． ２０ １． ２７ Ｏ． ５２ ２． １９ Ｏ． ９６ Ｏ． ２７ Ｏ． ４０ １． ユ７ ユ． ４４ １． ５７ ユ． ４１

５３ Ｏ． ７５ Ｏ． ２７ １． ２２ １． ２７ ０． ４８ ２． ＯＯ １． ＯＯ Ｏ． ６４ Ｏ． ４８ １． ２１ １． ９９ １． ０７ ユ． ５０

５４ Ｏ． ７５ Ｏ． ２５ １． ０６ １． ＯＯ Ｏ． ５０ ユ． ６２ Ｏ． ９２ Ｏ． ６５ Ｏ． ５２ １． ３０ １． ４８ １． ０２ ユ． ９８

１９５５ Ｏ． ７７ Ｏ． ２６ １． ０７ Ｏ． ９２ ０． ５６ ユ． ６７ Ｏ． ８９ ０１ ６３ Ｏ． ５９ ユ． ０５ ２． ユ７ Ｏ． ９０ １． ６２

５６ Ｏ． ７５ Ｏ． ２１ １． ０３ Ｏ． ８９ Ｏ． ５３ ユ． ９２ Ｏ． ８７ Ｏ． ６２ Ｏ． ４３ Ｏ． ８９ ２． ４４ ユ． ０６ １． ５１

５７ Ｏ． ７４ Ｏ． ユ８ １． ＯＯ Ｏ． ７６ Ｏ． ５０ ユ． ９９ Ｏ． ８７ １． ０１ Ｏ． ４８ Ｏ． ９２ ２． ８３ Ｏ． ９７ ユ． ４７

５８ ０． ７８ Ｏ． ユ７ １． ０９ Ｏ． ８７ ０． ５６ ２． ２８ Ｏ． ８８ Ｏ． ８０ Ｏ． ５０ １． ０３ ２． ９２ １． １３ １． ６３

５９ Ｏ． ７８ Ｏ． ２０ Ｏ． ９６ Ｏ． ７ユ Ｏ． ５４ １． ７３ Ｏ． ６０ ユ． ３２ Ｏ． ５０ Ｏ． ９５ ３． １２ ユ． ０３ １． ３０

１９６０ Ｏ． ８１ Ｏ． ２２ １． ＯＯ Ｏ． ８ユ ０． ５１ １． ８８ Ｏ． ５９ ユ． １３ Ｏ． ５０ Ｏ． ８７ ３． ２９ ユ． ０６ １１ ０７

６！ Ｏ． ８９ Ｏ． ３０ １． ０２ Ｏ． ８５ Ｏ． ５５ ２． ０６ Ｏ． ５９ １． ０３ Ｏ． ４５ Ｏ． ９６ ２． ２４ １． ０２ ユ． ！３

６２ Ｏ． ９１ Ｏ． ３２ １． ０７ Ｏ． ９１ Ｏ． ４６ ２． ２２ Ｏ． ６９ ユ． ４０ Ｏ． ６３ １． ０１ １． ９１ ユ． ０１ １． ＯＯ

６３ Ｏ． ９０ Ｏ． ３５ １． ０３ Ｏ． ７０ Ｏ． ５２ ユ． ９８ Ｏ． ５６ １． ６６ Ｏ． ７０ ユ． １９ １． ８２ ユ． ０１ ユ． ２１

６４ Ｏ． ９０ Ｏ． ３６ Ｏ． ９７ Ｏ． ６８ Ｏ． ５５ １． ７ユ Ｏ． ３７ １． ６７ Ｏ． ６８ １． １０ １． ６５ １． ０５ １． １５

１９６５ Ｏ． ９０ Ｏ． ３８ １． ０２ Ｏ． ９１ Ｏ． ５０ ユ． ７６ Ｏ． ６１ ユ． ２７ Ｏ． ７３ １． １０ １． ７７ Ｏ． ９０ Ｏ． ９７

６６ Ｏ． ９４ Ｏ． ４０ １． ０２ １． ０５ Ｏ． ４２ ユ． ８７ Ｏ． ７５ １． ４３ Ｏ． ７２ １． ０９ １． ８３ Ｏ． ６５ Ｏ． ９４

６７ Ｏ． ９７ Ｏ． ４４ １． ０４ Ｏ． ８４ Ｏ． ４２ ２． ０６ Ｏ． ８８ Ｏ． ６１ Ｏ． ８８ １． ２０ １． ８３ Ｏ． ７５ Ｏ． ８５

６８ １． ０４ Ｏ． ４９ ！． １１ Ｏ． ９８ Ｏ． ４３ ２． ４６ １． １２ Ｏ． ５６ Ｏ． ９７ １． ２０ １． ８０ Ｏ． ８２ Ｏ． ８５

６９ １． ０８ Ｏ． ５４ １． １０ Ｏ． ９４ Ｏ． ４７ ２． １５ Ｏ． ８８ Ｏ． ４０ Ｏ． ８４ ！． ２７ １． ８５ Ｏ． ８４ ユ． １０

ユ９７０ ユ． ！４ Ｏ． ５７ １． １１ Ｏ． ９７ Ｏ． ５０ ２． ＯＯ Ｏ． ８０ Ｏ． ３０ Ｏ． ８６ ！． ２９ ！． ８７ Ｏ． ９０ Ｏ． ９４

７１ １． １６ Ｏ． ６３ １． １１ ユ． １０ Ｏ． ５６ ユ． ８７ Ｏ． ７１ Ｏ． ２１ Ｏ． ９１ １． ３７ １． ９１ Ｏ． ９６ Ｏ． ７９

７２ １． １７ Ｏ． ７４ １． １１ ユ． ３５ Ｏ． ６！ ユ． ８ユ Ｏ． ７４ Ｏ． ２８ Ｏ． ７５ ユ． ４９ ！． ７ユ １． ０１ Ｏ． ８６

７３ １． １７ Ｏ． ９０ １． １３ ユ． ７５ Ｏ． ６２ ユ． ７５ Ｏ． ７５ Ｏ． ２８ Ｏ． ６６ ユ． ４５ ユ． ５２ １． ２９ Ｏ． ８３

７４ １． ３４ １． ０９ １． ４２ ユ． ２９ Ｏ． ６７ ３． ３３ Ｏ． ８６ Ｏ． ２８ １． １５ １． ６６ １． ７８ １． ８９ ユ． ２０

１９７５ １． ５１ １． ３０ １． ６７ ユ． ５９ Ｏ． ６３ ３． ４３ １． １３ Ｏ． ３２ １． ３４ １． ９９ ２． １０ ２． ０２ ユ． ６４

７６ １． ４７ １． ３１ １． ５９ ユ． ２５ Ｏ． ６２ ２． ９２ Ｏ． ８７ Ｏ． ３１ ユ． ５０ １． ９９ ２． ３１ ２． ０８ １． ３４

７７ １． ４８ １． ４３ １． ５９ ユ． ４３ Ｏ． ５９ ２． ８９ Ｏ． ７６ Ｏ． ３２ ユ． ６４ １． ９６ ２． ６１ ２． ０９ ユ． ３６

７８ １． ４０ １． ５０ ユ． ４４ ユ． ５９ Ｏ． ５６ ２． ４３ Ｏ． ６９ Ｏ． ２９ １． ２６ １． ６４ ２． ３８ ２． ユ６ ユ． ２９

７９ １． ４３ １． ７４ ユ． ４６ １． ６５ Ｏ． ６２ ２． ５８ Ｏ． ６８ Ｏ． ２８ １． ０６ １． ５４ ２． ２８ １． ７９ ユ． ４８

１９８０ １． ４８ １． ８１ １． ４８ １． ６８ Ｏ． ６ユ ２． ３９ Ｏ． ６ユ Ｏ． ３５ １． ４４ １． ５４ ２． １７ ユ． ７４ ユ． ３７

８１ ユ． ５４ １． ８７ １． ５２ １． ７０ Ｏ． ５６ ２． ３５ Ｏ． ５２ Ｏ． ５０ １． ４５ １． ５２ ２． ２６ ユ． ７７ １． ４４

８２ １． ６６ ２． ０５ １． ６３ １． ７８ Ｏ． ５６ ２． ７０ Ｏ． ４３ Ｏ． ５ユ １． ６６ １． ７６ ２． ３３ ユ． ９０ ！． ４７

８３ ユ． ６９ ２． １０ １． ５７ １． ７１ Ｏ． ５２ ２． ９０ Ｏ． ４４ Ｏ． ５３ １． ５８ １． ８１ ２． ２６ ユ． ８５ ユ． ４５

８４ ユ． ６３ ２． ユ９ １． ５０ １． ６２ Ｏ． ５８ ２． ６６ Ｏ． ４１ Ｏ． ５３ １． ５５ １． ６７ １． ９６ １． ９５ １． ６８

１９８５ １． ６７ ２． ２５ １． ５６ ユ． ５７ ０． ６４ ２． ６５ Ｏ． ４５ Ｏ． ５６ １． ５８ １． ８０ １． ８７ ２． １９ １． ７０

８６ ユ． ５８ ２． ３６ １． ４４ ユ． ５７ Ｏ． ７２ ２． ４２ Ｏ． ４４ Ｏ． ５６ １． ２９ １． ６３ １． ７ユ ユ． ６４ １． ６９

８７ １． ５０ ２． ５０ １． ３９ ユ． ４７ Ｏ． ６７ ２． ２９ Ｏ． ４７ Ｏ． ６２ １． ２９ １． ５８ １． ６８ １． ４６ １． ６０

８８ １． ５０ ２． ５６ １． ４７ ユ． ５６ Ｏ． ６９ ２． ６７ Ｏ． ５４ Ｏ． ６４ １． ５５ １． ６４ ユ． ８ユ ユ． ５４ １． ５７

８９ １． ５！ ２． ５６ ユ． ５４ １． ７２ Ｏ． ６６ ２． ７７ Ｏ． ５６ Ｏ． ７１ １． ７７ １． ６０ ユ． ９９ ユ． ８０ １． ５７

１９９０ １． ５７ ２． ６９ ユ． ６９ ユ． ７３ Ｏ． ６７ ２． ９６ Ｏ． ５８ Ｏ． ７９ ２． ３３ １． ６９ ２． ２ユ ２． ８７ １． ５５

９！ １． ６０ ２． ５９ １． ７２ １． ８６ Ｏ． ７０ ２． ８１ Ｏ． ６７ Ｏ． ７５ ２． ５６ １． ６５ ２． ２９ ユ． ８３ １． ６２

９２ １． ６４ ２． ５３ １． ７９ １． ８７ Ｏ． ６９ ２． ７６ Ｏ． ７ユ Ｏ． ９４ ３． ０９ １－ ６４ ２． ４４ ２． ２５ １． ６ユ

　注 ：化学製晶は化学材料とプラスチ ック製晶を含む。その他の製造業は精密機械を含む 。

資料 ：ＧＤＰは行政院主計処『中華民国台湾地区国民所得』 ，１９９３年版
。

推計の方が本推計より大きくなっ ている 。政府統計の資本係数が本推計よりはなはだしく大きく

なっ ているのは電気 ・ガス ・水道，運輸 ・倉庫 ・通信などである 。また，図には示していないが ，

その他の産業でも政府統計の資本係数の方が大きく ，本推計と傾向に違いのみられるものが多い 。

　また，政府統計とわれわれが推計した資本係数を，日本及びアメリカのそれと対比してみよう 。

例えば，日本の１９５６年から１９９３年の民問企業の資本係数は，農林水産業を含む全産業がＯ ．８３～

２． １６，製造業が１ ．６１～２ ．４１ ，電気 ・ガス ・水道が２ ．８４～５ ．１８，建設がＯ ．１０～Ｏ ．８５でほとんどの産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６５）



９４ 立命館経済学（第４５巻 ・第３ ・４号）

表５　資本係数の推計結果（ＧＫ．／ＧＤＰ。）（つづき）

非金属
金属一 一般機 電気 ・電 輸送機

その他 電気 ・ガ 運輸 ・倉
金融 ・不動 イ固人 ・

年 鉱物製
次製品

金属製品
械設備 子機械 械

の製造
ス・ 水道

建　設 商　業 庫・ 通信
産・ 商エサ 社会サ

品 業 一ビス 一ビス

１９５２ １． ０５ １． ３２ ２． ８５ ０． ６９ １． ０５ １． ０７ Ｏ． ４０ ５． １０ Ｏ． １０ ０． ４０ １． ２０ １． １２ ０． ３２

５３ ０． ８９ Ｏ． ６９ ３． ４６ ０． ８０ １． ０９ １． ０２ Ｏ． ５１ ４． ７５ Ｏ． １０ ０． ３８ １． ３４ １． １４ Ｏ． ３８

５４ Ｏ． ５８ Ｏ． ４４ ３． １１ Ｏ． ９１ ０． ７８ ０． ８０ Ｏ． ５８ ５． ０１ Ｏ． ０８ ０． ４５ １． ３５ １． １４ Ｏ． ３９

１９５５ ０． ６４ Ｏ． ６１ ３． １７ １． ２２ ０． ５９ Ｏ． ８２ Ｏ． ５８ ５． ２０ ０． ０９ ０． ４８ １． １７ Ｏ． ９３ ０． ４１

５６ Ｏ． ６２ Ｏ． ３４ ３． ０６ １． ０７ ０． ４５ ０． ６５ Ｏ． ６０ ５． ０６ Ｏ． １０ ０． ４６ １． ２２ ０． ８６ ０． ３８

５７ Ｏ． ７５ Ｏ． ３６ ２． ３０ ０． ６６ ０． ５１ ０． ６４ Ｏ． ７２ ４． ４９ Ｏ． １２ Ｏ． ４９ １． ０８ Ｏ． ７６ ０． ３７

５８ Ｏ． ６７ ０． ４６ １． ５５ ０． ６７ ０． ５９ ０． ７８ Ｏ． ７２ ４． ６７ Ｏ． １３ Ｏ． ４７ １． ２５ Ｏ． ７０ Ｏ． ３６

５９ Ｏ． ６６ ０． ５４ １． ３６ ０． ６１ ０． ５４ ０． ４３ Ｏ． ７３ ４． ９５ Ｏ． １３ ０． ４８ １． ３５ ０． ７１ ０． ３１

ユ９６０ Ｏ． ６５ ０． ６４ １． ２４ Ｏ． ５４ ０． ５９ ０． ４５ Ｏ． ８３ ４． ８５ Ｏ． １３ Ｏ． ４９ １． ４５ Ｏ． ７９ Ｏ． ３０

６１ Ｏ． ８０ Ｏ． ６７ １． ４５ ０． ４８ Ｏ． ６１ ０． ６１ Ｏ． ８５ ５． ０４ Ｏ． １１ ０． ４８ ２． ４１ Ｏ． ７７ Ｏ． ４０

６２ Ｏ． ９５ ０． ９２ ２． １８ ０． ５７ ０． ７６ ０． ６７ Ｏ． ９８ ５． １１ Ｏ． １１ Ｏ． ４７ ２． ６０ Ｏ． ７５ Ｏ． ４２

６３ １． ０４ １． ０１ １． ９６ ０． ６４ ０． ９５ ０． ８３ Ｏ． ９６ ５． ４９ Ｏ． １０ ０． ４５ ２． ８１ Ｏ． ６９ Ｏ． ４５

６４ １． ０２ １． ０３ １． ７２ ０． ５４ ０． ６２ ０． ７８ Ｏ． ９０ ５． ３５ Ｏ． １０ ０． ４５ ２． ６７ Ｏ． ６８ Ｏ． ５２

１９６５ １． ０６ ０． ９１ １． ３１ ０． ４３ ０． ５９ ０． ４３ Ｏ． ７８ ５． ２５ Ｏ． １０ Ｏ． ４５ ２． ６２ Ｏ． ６２ ０． ５１

６６ １． ２１ Ｏ． ９５ １． １９ ０． ４３ ０． ５３ ０． ５２ Ｏ． ６２ ５． ４６ ０． １１ ０． ４６ ２． ６７ Ｏ． ６７ ０． ５１

６７ １． ５６ ユ． １６ １． ２０ ０． ５０ ０． ６０ ０． ４６ Ｏ． ５８ ５． ６７ Ｏ． １０ Ｏ． ４８ ２． ８５ Ｏ． ６１ ０． ５６

６８ １． ７７ １． ３４ １． ４３ ０． ６９ ０． ５３ ０． ４４ Ｏ． ５６ ５． ６８ Ｏ． １１ Ｏ． ５１ ２． ９１ Ｏ． ６６ ０． ６０

６９ １． ６８ １． ２５ １． ２８ ０． ６７ Ｏ． ５７ ０． ５９ Ｏ． ４２ ５． ５９ Ｏ． １４ ０． ５７ ３． ０９ Ｏ． ６５ ０． ６６

１９７０ １． ７１ ０． ９５ １． ５１ ０． ６９ ０． ６４ ０． ８９ Ｏ． ３３ ５． ２３ Ｏ． １９ Ｏ． ６０ ３． ２９ ０． ６７ Ｏ． ７１

７１ １． ７２ Ｏ． ８７ １． ４４ ０． ５８ ０． ６６ ０． ８６ ０． ２８ ５． ４３ ０． ２１ Ｏ． ５８ ３． ３４ Ｏ． ７１ Ｏ． ７５

７２ ２． ０２ ０． ８６ １． １３ ０． ６０ Ｏ． ６３ ０． ８３ Ｏ． ３０ ５． ５９ ０． ２３ Ｏ． ５６ ３． ３８ Ｏ． ７０ Ｏ． ７６

７３ ２． ５３ Ｏ． ７０ １． ０３ Ｏ． ８４ Ｏ． ５７ １． ０２ Ｏ． ３０ ６． ０４ ０． ２５ Ｏ． ５３ ３． ２５ ０． ５７ ０． ７３

７４ ２． １２ １． １０ ２． １５ ０． ９５ Ｏ． ８６ １． ２５ Ｏ． ２７ ７． ０５ ０． ２５ Ｏ． ５６ ３． １６ ０． ６０ Ｏ． ７２

１９７５ ２． ０４ ２． ３４ １． ６２ ０． ９７ １． １２ １． ２７ Ｏ． ３９ ７． ９４ ０． ２９ ０． ６１ ３． １０ Ｏ． ６１ ０． ７４

７６ １． ８０ ２． ８８ １． １１ Ｏ． ８５ Ｏ． ９９ ユ． ７７ ０． ３２ ７． ７７ Ｏ． ３２ ０． ６１ ３． ０１ Ｏ． ５６ ０． ７４

７７ １． ７７ ３． ６４ １． １８ ０． ９０ Ｏ． ９６ ユ． ５７ ０． ２６ ７． ７３ Ｏ． ３３ ０． ６０ ３． ２１ ０． ５６ Ｏ． ７２

７８ １． ６９ ２． ２２ １． １３ １． ０２ ０． ８１ １． ３４ ０． ３０ ７． ５２ Ｏ． ３４ ０． ５６ ３． ３２ Ｏ． ４９ ０． ７２

７９ １． ９６ １． ９５ １． ２７ １． １３ ０． ９２ １． ３３ Ｏ． ３７ ７． ９２ Ｏ． ３６ ０． ５８ ３． ４８ ０． ４２ ０． ７５

１９８０ １． ９３ ２． ３０ １． １９ １． ２９ ０． ９４ １． ３７ ０． ４３ ８． ５７ Ｏ． ３９ ０． ６１ ３． ６２ Ｏ． ４３ Ｏ． ８０

８１ １． ９４ ３． ２３ １． １６ １． ３１ １． ０２ １． ２０ Ｏ． ４５ ９． ７５ Ｏ． ４５ Ｏ． ６４ ３． ６７ Ｏ． ４４ Ｏ． ８６

８２ ２． ３５ ３． ３０ １． ３２ １． ５０ １． ２２ １． ２９ ０． ４７ １０ ．５３ Ｏ． ５４ Ｏ． ６７ ３． ７８ ０． ５０ ０． ９０

８３ ２． １５ ３． ０３ １． ２６ １． ３８ １． １２ １． ２６ ０． ４４ ユＯ ．２３ ０． ６２ Ｏ． ６９ ３． ７８ Ｏ． ５８ Ｏ． ９３

８４ ２． ２７ ２． ７０ １． １８ １． ４４ Ｏ． ９７ １． ３１ ０． ４６ ９． ９１ ０． ６６ Ｏ． ６９ ３． ６３ ０． ５７ ０． ９６

１９８５ ２． ３６ ２． ８９ １． １９ １． ４１ １． １０ １． ４８ ０． ５３ ９． ３３ ０． ６９ Ｏ． ６９ ３． ６４ ０． ５９ ０． ９９

８６ ２． ３５ ２． ７７ １． １３ １． ２６ １． ０２ １． ３１ ０． ５３ ９． ２９ Ｏ． ７０ Ｏ． ６７ ３． ５２ Ｏ． ５９ Ｏ． ９８

８７ ２． １８ ２． ７３ １． １２ １． １０ １． ０２ １． １５ ０． ５４ ８． ７７ ０． ６８ Ｏ． ６６ ３． ４１ ０． ５２ Ｏ． ９５

８８ ２． ０７ ２． ３８ １． ２６ １． ０７ １． １２ １． １５ Ｏ． ６０ ８． ３５ ０． ６５ Ｏ． ６７ ３． ４１ ０． ４６ ０． ９６

８９ １． ９５ ２． ２２ １． ３４ １． １８ １． ２２ １． ０８ ０． ６８ ８． ２５ ０． ６３ Ｏ． ６７ ３． ４３ ０． ４４ ユ． ０２

１９９０ ２． ０６ ２． ３９ １． ４３ １． １６ １． ３１ １． １０ ０． ７６ ８． ２４ ０． ６２ Ｏ． ６７ ３． ５２ Ｏ． ４７ １． １３

９１ ２． ２４ ２． ５３ １． ５０ １． ２３ １． ４６ １． １２ ０． ８５ ８． ０８ Ｏ． ６２ ０． ６７ ３． ６０ Ｏ． ５４ １． １８

９２ ２， １０ ２． ７０ １． ４４ １． １２ １． ６１ １． ０５ ０． ９８ ８． １９ ０． ５９ ０． ６５ ３． ６７ Ｏ． ５９ １． ２２

　　注 ：化学製品は化学材料とプラスチ ック製品を含む。その他の製造業は精密機械を含む 。

　資料　ＧＤＰは行政院王計処『中華民国台湾地区国民所得』 ，１９９３年版
。

　　　　　　　　　　　　　　　２１）
業が上昇トレンドを示している 。アメリカの１９４８年から１９９０年の民間企業についての資本係数は ，

農林水産業を含む全産業が１ ．５２～２ ．ＯＯ，製造業が１ ．０３～２ ．０３，電気 ・ガス ・水道が６ ．３１～１０ ．７０
，

建設がＯ ．４６～Ｏ ．７５で運輸 ・通信と電気 ・ガス ・水道の２産業が下降トレンドをとっ ているが，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
の他の産業では上昇トレンドである 。台湾に関しては，政府統計のほとんどの産業の資本係数は

特に初期において過大であり ，その後低下傾向を示すなど，日本とアメリカのそれと比べても不

自然な動きとなっ ている 。これに対し，われわれの推計の方が日本とアメリカに近い資本係数を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６６）



台湾における資本ストッ クの推計（黄）

　　　図５　資本係数の比較
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与えている 。このことは先にみた継続的なマイナスの除却率とあわせて，政府統計局が推計した

粗資本ストッ クの信頼性の低さのうらづけとなる 。他方，われわれの推計では，政府推計の問題

点， つまり継続的なマイナスの除却率及び資本係数の異常な動きを改善されている 。仮にこのよ

うな改善を経ない生の政府推計に依拠する限り ，資本ストッ クの絶対的水準ばかりでなく ，台湾

の経済成長の要因やさらには経済の成長トレンド自体を読み誤るおそれが強いことをしめしてい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６７）



９６ 立命館経済学（第４５巻 ・第３ ・４号）

るといえよう 。

　本稿で推計した粗資本ストッ クデータは設備投資行動や生産構造などの面で，戦後台湾経済成

長メカニズムを分析する際の基礎となろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）台湾の粗資本ストッ ク推計は宋，劉など『台湾地区資本生産統計衡量之研究』 ，行政院主計処 ，

　１９９１年９月 ，に記述されている方法にしたがい，これらによっ て行われた若干の修正に基づいて推計

　した 。

２）進捗べ一ス使用粗固定資産額とは土地，住宅を除く自己所有固定資産と建設仮勘定の新規購入額の

　合計に賃借固定資産を加算したものから貸与固定資産を差し引いた額である 。

３）前出注１宋，劉などの論文では粗資本ストッ クを推計する際，除却額（Ｒ）をゼロと仮定するので

　はなく ，次の方法で除却額を推計している 。すなわち ，経済部『工商企業経営概況調査報告』の１９７４

　年から１９８５年の除却額を実質化して，以下の推定式によっ て部門ごとの除却額を得ている 。

　　　Ｒｔ＝ｆ（Ｋ
ｔ＿１，ＤＭ

ｔ）

　　　　 ＝ｏ〇十〇１Ｋｔ＿１ ＋０２ＤＭｔ＋£

　　　　　　Ｔ
　　　Ｋｔ＿１＝　Ｉ

ｔ＿、

　　　　　　Ｓ；Ｏ

　　　Ｉ ：資本形成額　　　　丁 ：資産耐用年数

　　　ＤＭ。： ダミー 変数，　 ｔ＝１９７４年 ，１９８０年

　　ここで除却率は鉱業２ ，０９８％，電気ガス水道１ ，６９６％，建築業２ ，１９１％と推計されており ，また製造

　業の推計結果はＲ、：８７８７ ．９＋Ｏ ．０２７３９Ｋｔ＿１－１７８７７ＤＭ
ｔ，

良２ Ｏ． ６８５となっ ている 。

　　ところで，この推計された製造業の中分類部門１８部門のうち除却率に関する係数 ｏ。 ，ｏ２ のｔ 値が

　有意水準に達する部門はそれぞれ６部門，３部門しかない。また，年につれて製造業の除却率は小さ

　くなる傾向を示している 。かくて，宋，劉などによっ て推計された除却率を使ってベンチマークデー

　タからさかのぼって算出すると ，ある産業全体の粗資本ストッ ク推計値が期問を前に戻るに従い増大

　していくという不自然な結果となっ ていることがわかる 。

４）　Ｈａｋ　Ｋ　Ｐｙｏ
‘‘

Ｅｓｔ１ｍａｔｅｓ　ｏｆ　Ｃａｐ１ｔａ１Ｓｔｏｃｋ　ａｎｄ　Ｃａｐ１ｔａ１／０ｕｔｐｕｔ　Ｃｏｅ 冊ｃ１ｅｎｔｓ　ｂｙ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ｅｓ　Ｋｏｒｅａ

　（１９５３－８６）” Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　 Ｊｏｕｍａ１，Ｖｏ１２，Ｎｏ３．１９８８，８参昭
。

５）Ｐｙｏ 氏は１９６８年及び１９７７年国富調査，１９８４年国民所得統計の古い資本形成データ（１９５３年 ～１９８４

　年），１９８６年新国民所得統計の新しい資本形成データ（１９７０年～１９８６年）の問の産業分類を一致する

　よう統合している 。また，１９８６年新国民所得統計が利用できない１９６９年の資本形成データは，１９８４年

　国民所得統計における１９７０年の資本形成額に対する新国民所得統計における同年の資本形成額の比率

　を前者の１９６９年の資本形成額にかけたものを用いている 。

６）政府当局が推計している粗資本ストッ クは生産性をはかるためであり ，年央値（（ＧＫ。＿１ ＋

　ＧＫ。）／２）に変換して示されている 。

７）上述のように粗資本ストッ クは年央値であるため，資本形成額も年央値に変換して算出した。また ，

　政府統計の粗資本ストッ クの産業分類は１９９１年８月に改訂された『中華民国業種標準分類』によっ て

　分類した。われわれが持 っている１９９５年版の国民所得統計の資本形成データでは１９８１年以前は１９９１年

　産業分類改訂前の産業分類で，１９８１年からは改正後の産業分類である 。そして，政府統計と分類が異

　なっ ている部門は食料品，飲料 ・煙草，パルプ ・紙 ・印刷 ・出版，運輸 ・通信 ・倉庫，金融 ・保険 ・

　不動産 ・商エサービス ，個人 ・社会サ ービスの６産業に及んでいる 。しかし，これらの産業のなかで

　小分類の１部門が相互移動しただけであり ，結果的には産業間の差は確実ではないものの見分けるこ

　とができる 。

８）除却率を（マイナスかプラスか）判定する期問をとる場合に，その終端となる年次がベンチマーク

（２６８）



台湾における資本ストッ クの推計（黄） ９７

　年より一年ずれて（例えば１９８２年，１９８９年）くるのは次の理由による 。すなわち ，粗資本ストッ クデ

　ータは年央値であり ，この算出のためには翌年当初の値が必要である 。このためたとえ今期の除却率

　がゼロであ っても ，一期前の除却率の符号と大きさを考慮した上で，最終的にマイナスかプラスを判

　定することになるわけである 。

９）中古資本財については組織的な取引市場がないので，市場の規模などに関する資料は存在していな

　い 。

１０）呉氏は製造業について，次のような状態空間モデル（Ｓｔａｔｅ　Ｓｐａｃｅ　ｍｏｄｅ１）を用いて未知な粗資本

　ストッ ク（ＧＫ。）を推計し，それぞれ１９７５年，１９８８年のベンチマークデータをもとにして算出した粗

　資本ストッ クと比較する 。

　　遷移方程式

　　　Ｌｎ（Ｋｔ）＝一６＋Ｌｎ（Ｋｔ＿ユ）十Ｉｔ／Ｋ
ｔ＿１ ＋Ｖｔ

　　観測方程式

　　　Ｌｎ（Ｙｔ）＝６〇十｛Ｌｎ（Ｋ
、＿１

）十一６２Ｌｎ（Ｌｔ）十乃３Ｌｎ（１－Ｕ、）十戸４Ｔ＋£、

　　　Ｉ 。＝ 資本形成額　　　　　　　　　　　ＬｎＵ。： 対数をとっ た失業率

　　　ＬｎＹ。： 対数をとっ た国内生産額　　　　丁 ：タイムトレンド

　　　ＬｎＫ。： 対数をとっ た粗資本ストッ ク　　Ｖ 。，
£。： 誤差項

　　　ＬｎＬ。： 対数をとっ た労働者数

　　　ＥＭ法（Ｗａｔｓｏｎ　ａｎｄ　Ｅｎｇ１ｅ，１９８３年）にくりかえし計算を行い，粗資本ストソ ク系列及ひ除却率

　（６）を含むパラメータを推定する 。こうして推計した除却率と資本形成額及びそれぞれ１９７５年 ，

　１９８８年のベンチマークデータを用いてＧＫ。＝（１－６）ＧＫ。＿ユ
十Ｉ。から粗資本ストッ クの系列ＧＫ７５

，

　ＧＫ ８８ を計算する 。その結果，１９７５年のベンチマークデータにもとづいて求めた系列（ＧＫ７５）の方が

　ＥＭ法で求めた粗資本ストッ ク推計値に近似していると呉氏は指摘している 。しかし，呉氏によっ て

　推計された除却率を使 って呉氏の推計データが始まる１９７２年以前にまでさかのぼって計算すると ，製

　造業の粗資本ストッ ク推計値が前に戻るに従い増大していくという不自然な結果となっ ていることが

　わかる（下図参照）。

　　９００

　　８００

　中７００

唱填
　１酔６００

　　５００

　　４００

　　　　　　　　　　　　　　　　５１５３５５５７５９６１６３６５６７６９７１７３
　　　　　　　　　　　　　　　　　５２５４５６５８６０６２６４６６６８７０７２７４
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年

１１）呉志炎など『台湾地区各経済部門資本存量運用之比較分析』 ，行政院経済建設委員会経済研究処 ，

　１９９２年５月 ，参照 。

１２）１９４６年から１９５０年の間の資本形成額は国民所得統計の調査には入 っていない。そこでこの間の資本

　形成累計額は１９５１年から１９５５年間の資本形成累計額より大きくならないと考えられる点及び戦前から

　の資産がいくらか残存しているであろうなどの点から ，便法として１９５１年から１９５５年問の資本形成累

　計額を１９４６年から１９５０年問の資本形成累計額の代わりに用いることにした 。

１３）大蔵省管理局編『日本人の海外活動に関する歴史的調査一台湾編』 ，第４分冊，第５部「台湾の経

　済」 ，１９４８年
，ｐ

．２０７参照
。

１４）前出注７で述べたように，１９９４年版国民所得統計の資本形成データは１９８！年を境として産業分類基

　準が異なっ ている 。このため，データが１９９２年までしかないが資本形成データとしては全期問にわた

　っ て産業分類が同じである１９９３年版の国民所得統計のデータを用いる 。

１５）　日本の１９５６年から１９９３年の除却率をみると ，鉱業の３カ年と運輸 ・通信の１カ年が１０％をこえる以

　外，すべての産業は１０％以内におさまっ ている 。例えば，全産業の平均除却率が２ ．１７～５ ．６８，製造業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６９）



９８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第３ ・４号）

　　が２ ．８７～５ ．８７である
。

　１６）下図から分かるように全産業（農林水産業を除く）の粗資本ストソ クは，１９５２年から１９７０年まで下

　　降トレンドを示しており ，１９７０年以降は上昇トレンドを示している 。これは粗資本ストッ クをさかの

　　ぼって計算する過程で，１９５２年から１９７０年まで過大な除却額を加算しているのではないかと考えられ

　　る 。

　　　　　　　　　　　　　　１９７５ベンチマークにづ
推計粗　　スト ・ク

ｋ
何

導
酎

国

　　　　　　　　　　　５２５４５６５８６０６２６４６６６８７０７２７４７６７８８０８２８４８６８８９０９２
　　　　　　　　　　　　５３５５５７５９６１６３６５６７６９７１７３７５７７７９８１８３８５８７８９９１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年

１７）アメリカの全産業，製造業の資本係数はそれぞれ１９４８年１ ．７６，１ ．１９ ．１９５５年１ ．６１ ，１ ．０７．１９６０年

　１６５，１１９．１９６５年１５３，１０９．１９７０年１６７，１３６（取付べ 一ス），Ｕ　Ｓ　Ｄｅｐａ廿ｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｃ
ｏｍｍｅｒｃｅ ，

　Ｂ皿ｅａｕ　ｏｆＥｃｏｎｏｍ１ｃ　Ａｎａｌｙｓ１ｓ
‘‘

Ｓｕ耐ｅｙ　ｏｆＣｕｒｒｅｎｔＢｕｓｍｅｓｓ” Ｊａｎｕａｒｙ＆Ｄｅｃｅｍｂｅｒ，１９９２年にもとつい

　て算出。日本の民間企業全産業，製造業の資本係数はそれぞれ１９５５年０ ．８３，１ ．７９ ．１９６０年Ｏ ．８２，１ ．６４
．

　１９６５年０ ．９５，１ ．７２ ．１９７０年１ ．０２ ，１ ．６３（進捗べ 一ス）となっ ている 。経済企画庁経済研究所国民所得

　部編『民間企業資本ストッ ク年報』と『国民経済計算年報』に基づいて算出。他方台湾に関して推計

　した全産業及び製造業の資本係数は，それぞれ１９５２年２３ ．２０ ，１７ ．６１ ．１９５５年１５ ．７４，１０ ．４１ ．１９６０年

　９ ．４４，５ ．８９ ．１９６５年５ ．９０，３ ．６３ ．１９７０年３ ．８１ ，２ ．２２（進捗べ 一ス）となっ ているが，この数値は両国

　と比べてあまりにも大きすぎるといえよう 。

１８）台湾経済の時期区分は拙稿「第二次世界大戦後の台湾の金融システムと経済発展」，『立命館経済

　学』 ，第４４巻，第１号，１９９５年４月 ，ｐ．６１～６３を参照されたい
。

１９）製造業の中分類国内生産額は製造業のＧＤＰデフレーター で実質化した 。

２０）資本係数を計算するのに利用した『中華民国 ・台湾地区多要素生産性趨勢分析報告』の１９８１年以前

　の国内生産額の産業分類は，政府統計の粗資本ストッ クのそれと異なっ ているので，政府統計の１９６１

　年から１９９２年の問の産業別資本係数を上掲の『分析報告』に掲げられた粗固定資産生産性の逆数で算

　出した。しかし，製造業の中分類部門の資本係数は１９７６年からしかないので，ここでは政府統計の粗

　資本ストッ クを１９９３年版国民所得統計の実質国内生産額で割 って算出した。なお，この１９９３年版統計

　では，上掲の『分析報告』にくらべてパルプ ・紙 ・印刷 ・出版の産業分類に相違があるが，大勢に影

　響はない 。

２１）　日本の民問企業の産業別資本係数は，経済企画庁経済研究所国民所得部編『民問企業資本ストッ ク

　年報』と『国民経済計算年報』にもとづいて算出した 。

２２）アメリカの民問企業の産業別資本係数はＵ　Ｓ　Ｄｅｐａｒ血ｅｎｔｏｆＣｏｍｍｅｒｃｅ，Ｂ肚ｅａｕｏｆＥｃｏｎｏｍ１ｃ

　Ａ
ｎａ１ｙｓｌｓ ‘‘

Ｓｕｒｖｅｙ　ｏｆ　Ｃｕ皿ｅｎｔ　Ｂｕｓｍｅｓｓ
’’

Ｊａｎｕａｒｙ＆Ｄｅｃｅｍｂｅｒ，１９９２年にもとついて算出。また，全期

　間（１９４８年～１９９０年）の産業別の国内生産額は全産業のＧＤＰテフレーターで実質化した 。

（２７０）
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